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２．事業実施報告            

 （１）事業の取り組み状況（総括） 

  ＜中間評価の指摘事項等への対応＞ 

 平成１５年度に実施された中間評価の指摘事項について、①「コア研究室が研究拠点として運営され

るような事業実施体制の早急な確立」、②「液晶技術を青森県において産業化する戦略構築」、「事業

総括と研究統括のリーダーシップによる事業運営方策強化」、③「クリスタルバレイ構想へ結びつけた

地域ＣＯＥ構築のためのアクションプラン作成」など、当初計画どおり地域ＣＯＥが構築されるよう対

応の強化に努めた。 

 

＜コア研究室等の研究基盤整備について＞ 

① 本事業開始当初は、直ちに研究着手できる環境の整った八戸工業大学内にコア研究室を設置する

とともに、東北大学と弘前大学をコア研究室の機能を補填するサブコア研究室として位置づけし、

研究ネットワークの構築を行い、研究機器等の整備、研究員の確保など研究環境の充実に努めた。 

 

 

② 青森県が平成１５年度から県工

業総合研究センター八戸地域技

術研究所に総額約６億円余を投

じて世界最高レベルのクリーン

ルームが建設整備され、コア研究

室の環境が整備されるとともに、

同研究所に「ＦＰＤ研究部」が創

設され、県公設試験研究機関とし

て共同研究に参画すること等を

踏まえて、コア研究室を八戸工業

大学から同研究所内に移転して

研究開発を推進してきた。 

 

③ コア研究室の研究体制については、雇用研究員、技術員、共同研究員の確保に努めた結果、雇用

研究員７名、技術員等９名、共同研究企業からの派遣研究員６名、延べ人数２２名で研究開発に

取り組みした。 

 

  ＜新方式液晶ディスプレイ等の試作について＞ 

① 研究開発については、透過型液晶表示装置において低消費電力化を図ることができるフィールドシ

ーケンシャル(FS:Field Sequential)方式により動画を表示する６インチパネルの試作に取り組み

を経て、１５インチディスプレイの試作を実施し、この試作を通じて３０インチ大画面の創出に必

要となる要素技術を開発した。 

② また、東北大学、日本マイクロニクス（株）との共同研究により、液晶粘性係数測定装置を開発し、

青森県の支援事業を活用して装置試作、商品化に努めた。このほか、ＯＣＢモードの派生技術とな

る液晶光学可変フィルターについて、東亜ＤＫＫ（株）との共同研究により商品化を実現した。 
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  ＜ＦＰＤネットワークの構築について＞ 

① 本事業で生まれた研究成果を幅広く地域に波及させる体制として、受け皿となる地域の企業、大

学、公設試験研究機関で組織する「次世代ＦＰＤ先端技術研究会」を平成１５年７月に設立した。、

事業終了後は、同研究会が中心となり「液晶先端技術の地域移転促進事業」を実施して、青森県

内企業のＦＰＤ研究開発の促進、研究開発型企業の育成など、本県ＦＰＤ関連の新産業創出に努

めていく。 

② また、中間評価後は、研究成果の事業化のため、新技術エージェント、市場開拓アドバイザーの

助言、青森県の支援により、マーケットリサーチの実施、関連特許調査を実施した。 

③ マーケットリサーチや特許調査の調査結果をもとに、中核機関が事業化可能性調査委員会（ＦＳ

委員会）を設置して事業化アクションプランの検討を行った。この検討においては、新技術エー

ジェント、市場開拓アドバイザー、ＦＰＤ事業化推進アドバイザーの人的ネットワークにより、

ＦＰＤセットメーカー、液晶部材メーカー、装置メーカー等の学識経験者の協力のもとに研究成

果の事業化方策について検討を行った。また、ペンタックス（株）、アンデス電気（株）の協力

により、研究成果を医療分野で事業化することについてワーキンググループを組織し、その検討

結果をもとに、国の研究開発支援制度に提案するなど事業化に向けて具体的な取り組みを推進し

てきた。 

 

  ＜本事業終了後の体制と取り組みについて＞ 

① 本事業の研究成果の実用化を推進するとともに、次世代液晶ディスプレイ技術の県内企業等への

技術移転に取り組みしていくため、東北大学・内田研究室等の協力の下に、地域結集型共同研究

事業のコア研究室を改組し、財団法人２１あおもり産業総合支援センターに「液晶先端技術研究

センター」を創設した。 

② 研究センターは、地域結集型共同研究事業による研究成果の事業化を推進する次世代液晶ディス

プレイの研究開発に取り組みする。また、次世代液晶技術の開発により、新産業の創出及び県内

産業振興を推進するなど、クリスタルバレイ構想によるＦＰＤ産業集積のための「あおもりのキ

ーテクノロジー」開発に資する。 

 ○ 名  称   「液晶先端技術研究センター」 

○ 運営主体   財団法人２１あおもり産業総合支援センター 

○ 設置場所   株式会社 八戸インテリジェントプラザ内 

○ 開設時期   平成１８年１２月１２日 

○ 研究体制   所長以下 １１名   事務担当者 ５名 

③ 中間評価後の各種検討結果を踏まえて、研究成果の事業化を推進していくため、ＪＳＴの地域

研究開発資源活用促進プログラム、経済産業省の地域新生コンソーシアム事業の採択により、

事業終了後は、上記研究センターにおいて医療用分野で実用化に取り組みしていく。 

●地域研究開発資源活用促進プログラム（ＪＳＴ  平成18年度～平成20年度） 

フィールド・シーケンシャル方式医療用新撮像表示システムの開発 

●地域新生コンソーシアム研究開発事業（経済産業省 平成18年度～平成19年度） 

小型超高精細液晶ディスプレイの開発 

    ④ なお、以上のような実用化開発の取り組みとともに、八戸高等技術専門学校及び八戸工業大学

においては、国の人材養成プログラムを活用して、県内企業の技術者等を対象にＦＰＤ関連の

技術者育成を進め、クリスタルバレイ構想の実現を促進していくこととしている。 

 

以上が事業全体の主な取り組み状況であるが、それぞれについての取り組み状況を以下に記載する。 
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＜事業総括＞ 

① 青森県の事業総括は事業開始時点、青森県商工観光労働部長の「蝦名 武」が務めてきたところで

あるが、事業期間途中の県定例人事異動により一時的に事業総括が交代したものの、最終的には平

成１６年度から青森県副知事として「蝦名 武」が再就任し、このプロジェクトのマネージメント

とともに、青森県（行政）の実質的な責任者として、本事業を青森県の「ものづくり・ひとづくり・

雇用創出」に位置づけする産業政策として積極的に本事業を推進した。 

② 具体的には、研究交流促進会議を毎年度２回開催し、県内有識者の意見を取り入れながら事業推進

に努めた。特に、中間評価後は、研究成果の事業化を推進していく観点から、事業総括、研究統括、

新技術エージェント、青森県商工労働部担当者、コア研究室担当者による「事業推進会議」を毎月

主宰し、中核機関の運営、研究成果の情報発信、県内企業参画推進、事業化検討など本事業の運営

に努めた。 

③ また、青森県副知事として、このプロジェクトの要となる県試験研究機関の再編、青森県のクリー

ンルームの整備、日本版バイドール法適用による知財確保によるクリスタルバレイ構想推進など、

本事業の関連施策を積極的に展開して事業の推進を図った。 

④ 本事業の研究成果を医療分野で実用化展開していくため、国の研究開発支援制度への橋渡しについ

てとりまとめし、ＪＳＴ地域資源活用促進プログラム、経済産業省地域新生コンソーシアム事業の

採択に取り組みした。 

⑤ 本事業の研究成果の実用化を推進していくため、中核機関のコア研究室を改組し、財団法人２１あ

おもり産業総合支援センターに「液晶先端技術研究センター」を創設して研究成果の事業化を推進

し、新産業の創出及び県内産業振興を推進するなど、クリスタルバレイ構想によるＦＰＤ産業集積

のための「あおもりのキーテクノロジー」開発を進めていくこととした。このため、青森県副知事

として研究センター運営に必要となる人件費等の予算措置、青森県公設試験研究機関研究員を派遣

するなど、事業終了後の新たな研究体制構築など、地域ＣＯＥ構築に努めた。 

 

 ＜研究統括＞ 

① 本事業の研究方針の決定、研究の調整を行うため、各研究グループの代表者を集めたグループリー

ダー会議を毎月主宰して研究開発を促進した。（事業期間中５６回開催） 

② また、グループリーダー会議において新技術エージェントの意見を取り入れながら研究調整等に努

め、この研究プロジェクトに参加している主要な研究員にオブザーバーとしての参加も求めるなど、

リーダーシップを発揮して、主要なメンバーによる協議体制を整えた。 

③ コア研究室の整備、研究計画の策定・研究の実施、参加企業間の機密保持などグループリーダー会

議を中心に研究調整等を進めた。 

・コア研究室の研究環境の整備 

コア研究室において、３０インチ大画面ディスプレイの創出に必要となる技術開発を１５インチ

パネル試作により実証することとし、このため必要となる試作・評価装置や測定装置の整備に努め

た。また、研究を進める上で優秀な研究員の確保は最重要課題であったため、新技術エージェント

と連携しながらスキルバンクを活用し、研究統括の人的ネットワークを最大限活用して研究員を確

保した。 

・研究計画の策定及び研究方針の決定 

本プロジェクトの主要な目標の一つである電力の低減を達成するためにカラーフィルターを取り

除いて透過率を３～５倍向上させることを当面の開発課題と定め、フィールドシーケンシャル方式

カラー液晶ディスプレイを実際に試作して、製造上の課題、駆動上の課題、表示性能上の課題等、

実用上の諸問題の解明を行った。この他、ＯＣＢ(Optically Compensated Bend)液晶ディスプレイ
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のスプレイ・ベンド初期転移の機構解明と制御、超大型・低電力液晶ディスプレイ構築のための要

素研究に取り組みした。 

     また、高速応答の液晶材料設計に不可欠となる液晶粘性係数の測定装置の開発、液晶波長可変光

学フィルターの実用化、大画面液晶ディスプレイとしてＬＣＯＳ素子による液晶プロジェクター開

発、低容量低抵抗平坦化配線をガラス基板上に選択的に形成する技術開発など、３０インチ大画面

フラットパネルディスプレイの創出に必要となる研究開発を推進した。 

 

 

＜新技術エージェント＞ 

（青木新技術エージェント） 

① 青木茂雄氏は、ホシデン㈱の代表取締役副社長の経歴を有し、同社においてＴＦＴ液晶表示素子の開

発に世界で最も早くから取り組みするなど、液晶パネル開発に関する技術や技術動向などの情報に精

通しており、事業開始時から新技術エージェントとしてエージェント活動を展開した。 

② 具体的には、企業で培った経験知識と液晶ディスプレイの最先端技術の情報収集に基づき、研究環境

強化のため、事業総括、研究統括、さらには、青森県知事にクリーンルーム整備、青森県公設試験研

究機関研究員のプロジェクト参画、研究成果の試作推進、研究開発のスピーディーな取り組みなどの

指導助言を行い、特許出願など実用化の橋渡しを推進した。 

③ 特に、本研究の目的とする液晶ディスプレイのプロトタイプ（６インチタイプと１５インチタイプの

２種類）の試作活動では、液晶応答速度、ＯＣＢモード初期転移速度、新液晶材料の開発、バックラ

イトシステム、駆動回路システムなどの技術面で、研究統括はじめ研究スタッフに市場動向等を踏ま

えた助言を行うとともに、特許出願と国内外の学会・展示会で研究成果の発表を積極的にコーディネ

ートし、実用性を重視した研究開発を実現できた。この結果、特許出願３２件、研究成果発表（論文）

６４件、（口頭発表）１９７件、合計２６１件となった。 

④ 事業終了後の研究成果の実用化について、本事業の研究成果であるフィールドシーケンシャル方式を

医療分野で実用化推進していくため、三鷹光機（株）やＮＨＫエンジニアリングサービスなど国内医

療機器関係者との意見交換や市場動向等の情報収集を行い、脳神経外科手術用顕微鏡システムに新方

式液晶ディスプレイを３Ｄ表示で実用化展開する取り組みの橋渡しをコーディネートした。 

 

 

（末永新技術エージェント） 

① 末永洋一氏は、青森大学経営学部教授であり、クリスタルバレイ構想検討委員会委員を務め、同構

想策定の主要メンバーであり、県の各種委員会の委員も務めるなど、国及び関係機関等の研究開発

制度や支援制度など、青森県の産業、青森県の政策などに精通しており、事業期間中は、県内企業

の事業参画推進、県内企業への研究成果橋渡しに加えて、青森県や県内産業界とのパイプ役として、

本事業の推進に努めた。 

② 具体的には、本事業に青森県内企業の参画促進とＦＰＤ研究開発の産学官ネットワークを構築する

ため、末永エージェントが中心となって、県内企業の経営者、技術者、本事業に参加する研究者等

による「次世代ＦＰＤ先端技術研究会（会長：末永洋一氏）」を創設し、研究会活動の積極的展開に

より、青森県内企業（シチズンディスプレイズ(株)、日本マイクロニクス（株）ワーロック）が参

画して、県内への技術移転が実現できた。 

 

 



 - 12 -

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ また、新方式液晶ディスプレイの実用化を推進していくため、青木新技術エージェントやスキルバ

ンクと連携してマーケットリサーチ、特許調査をコーディネートし、医療分野での事業化の可能性

検討とアクションプランの方向付けを行った。 

④ 特に、研究成果の医療分野での事業化展開を推進していくため、青森県が平成１７年度に策定した

「あおもりウェルネスランド構想（医療･健康福祉関連産業の創出・育成プロジェクト）」と本事業

の研究成果との連携について、青森県知事はじめ関係部局担当者に指導助言するなど、県内企業に

対する技術移転を推進した。 

⑤ 事業終了後は、次世代ＦＰＤ先端技術研究会が中心となって「液晶先端技術の地域移転促進事業」

を積極的に展開し、２１あおもり産業総合支援センター「液晶先端技術研究センター」と連携して、

ＦＰＤ研究開発、研究開発型企業育成や新事業創出の取り組みを推進していくこととしている。 

 

以上、青木氏の液晶パネル開発に関する技術や情報に関する知識経験と、末永氏の青森県内の企業の経

営状況や経済事情などの知識経験を活用して研究成果の事業化、地域ＣＯＥ構築の実現を図っていく。 

 

（参加機関） 

・ (財)２１あおもり産業総合支援センター 

① 中核機関として「地域結集型共同研究推進室」を設置して、室長以下事業総括スタッフ６名を配置し

て「事業団との業務推進契約、研究参加機関との共同研究契約、研究員等との雇用契約などの各種契

約業務」「実行計画の立案、予算案の立案、予算等事業の執行管理」、「事業団、研究参画機関との連絡

調整」、「研究交流促進会議の開催等の事業のコーディネート業務」、「研究開発側の課題、要望等の把

握と解決のための関係機関との調整、折衝」、「グループリーダー会議」や「成果公表等に関する企画、
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立案、広報」など中核機関としての業務を展開してきた。 

② 地域結集型共同研究の研究成果をクリスタルバレイ構想による企業誘致戦略として位置づけ、本県産

業振興に役立てていく観点から、「青森県地域結集型共同研究事業における研究員の発明等に関する要

綱」を職務発明規程として整備し、日本版バイドール法を適用して研究成果の知財化を推進してきた。 

③ また、末永新技術エージェントと連携して平成１５年７月３０日に設立された「次世代ＦＰＤ先端技

術研究会」の企画・運営に努め研究会諸活動を展開してきた。 

④ 事業終了後は、液晶先端技術研究センターを２１あおもり産業総合支援センターに創設するとともに、

この研究センターの研究開発を推進していくため、研究センターの創設とあわせて「研究事業部」を

新設し、青森県派遣職員を配置して研究所を運営するなど地域ＣＯＥ構築を推進する。 

 

・ 企 業 

① プロジェクト開始当初は、７企業がプロジェクトに参画し研究開発がスタートしたがその後、研究統

括、新技術エージェントのネットワークを活用して企業参画促進に努めた結果、中間評価時点におい

て計１１企業（延べ数）が参画した。中間評価後は、県内企業訪問、研究成果報告会、次世代ＦＰＤ

先端技術研究会による研修会等を積極的に実施した結果、事業終了までに最終的に１６社（延べ数）

が事業参加した。 

② なお、ペンタックス（株）、日本ライツ（株）など会社の事業戦略や他社との協業関係等の事情によ

り、プロジェクト正式メンバーとして参加できなかったものの、研究統括や新技術エージェントから

の協力要請に対応して、技術協力を得ることができ、迅速・効率的な研究開発が実現できた。こうし

た協力関係の積み重ねにより、新たな研究ネットワークが構築され、事業終了後の医療分野での実用

化取り組みにつながった。 

※ 共同研究事業参加企業名 

 アンデス電気（株）、エーアイエス（株）、東北化学薬品（株）、日東電工（株）、サワダＳＴＢ

（株）、中央精機（株）、システム・プレシジョン（株）、日本ビクター（株）、イノテック（株）、

チッソ石油化学（株）、アルプス電気（株）、日本マイクロニクス（株）、（有）ワーロック、シ

チズンディスプレイズ（株）、東亜ＤＫＫ（株）、キョウエイセミコン（株）   以上１６社 

 

・ 大学等 

① 県内の八戸工業大学、弘前大学、八戸工業高等専門学校に加え、東北大学、金沢工業大学、山形大

学宇都宮大学の参加によりそれぞれ分担して共同研究を実施した。 

② また、クリスタルバレイ構想による企業集積の推進、ＦＰＤ関連のイノベーションの創出を推進し

ていくためには、ＦＰＤ関係の人材育成が不可欠であるため、県立八戸工科学院のカリキュラム見

直し（ＦＰＤ関連）、八戸高等技術専門学校を活用した国の中小企業人材育成事業を実施し、八戸

工業大学においても、国の人材育成事業を活用して「ＦＰＤ関連次世代型技術者養成ユニット」を

展開して、人材育成面からクリスタルバレイ構想の実現を図っていく。 

 

（青森県） 

① 本事業は、クリスタルバレイ構想実現のための推進エンジンとして先導的研究開発プロジェクトの位

置づけにより実施しており、この構想と一体的に推進する必要性などから「青森県」が中心となって

事業を推進してきた。 

② また、青森県の副知事が事業総括を行うことのメリットを生かすため、商工労働部部長、本事業を主

管する工業振興課長、新産業創造課長、中核機関の地域結集型共同研究推進室長（県派遣）が事業総

括を補佐する体制を取っており、青森県の総力を挙げて事業に取り組みしてきた。 
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③ 具体的には、中核機関の活動を支援するため、県職員３名を派遣するとともに、共同研究推進事業及

び研究施設等管理・運営事業に要する経費、中核機関が特許取得に要する経費などについて、中核機

関に対する資金助成しコア研究室の運営体制の充実を図った。 

④ また、このプロジェクトの要となる県試験研究機関について、ＦＰＤ研究部の創設、クリーンルーム

整備、１５インチパネル試作に必要となるガラス基板の確保、液晶評価装置試作への資金助成やＦＰ

Ｄ研究開発に取り組みする県内企業に対して「青森県ＦＰＤ関連研究開発推進費補助金制度」を青森

県単独事業として創設し、県内企業の事業参画を促進した。さらに、研究成果の実用化については、

青森県が平成１８年３月に策定した「あおもりウェルネスランド構想」との連携により、医療福祉分

野で青森県の産業振興を推進していく。 

⑤ 県としては、クリスタルバレイ構想を推進するため、各種支援策を展開してＦＰＤ関連産業の誘致活

動に努めた結果、平成１８年４月に東北デバイス（株）のクリスタルバレイ地域への工場進出が実現

した。 

⑥ 本事業の研究成果の実用化を促進する観点から創設する、２１青森産業総合支援センターの液晶先端

技術研究センターの運営について人件費等の支援に努めていくほか、県ＦＰＤ研究部研究員を派遣し

て研究センターに研究開発のリソースを集中しスピーディーな実用化開発に取り組みしていく。 

 

（２）他機関との連携状況 

 

① 自治体（青森県）との連携状況について 

青森県の場合、クリスタルバレイ構想実現のための推進エンジンとして、本事業に取り組みしてお

り、この構想と本事業が一体的に推進する必要性などから「青森県が中心」となって事業を推進して

きた。 

こうしたことから事業総括は、青森県副知事が就任し、また、自治体の実質的責任者が事業総括で

あることのメリットを活かして、研究環境整備、研究員の確保など青森県の全面的なバックアップの

もとに事業に取り組みしてきた。 

こうした取り組みの中で、事業終了後の実用化開発など地域ＣＯＥの核となる液晶先端技術研究セ

ンターが２１青森産業総合支援センターに創設されたところであり、今後の研究センター運営につい

ては、引き続き、青森県が中心となり、本事業で構築したＦＰＤ研究開発ネットワークを活かして新

産業創出等に必要となる支援を行いクリスタルバレイ構想の実現を図る。 

 

② 大学（県内大学等を中心として）との連携状況について 

事業開始当初は、八戸工業大学に、コア研究室を設置し、弘前大学は、サブコア研究室の位置づけ

により連携して事業に取り組みした。事業途中から青森県の試験研究機関内にコア研究室を移したが、

八戸工業大学の協力により、関秀廣教授が主席グループリーダーとしてコア研究室に派遣され内田研

究統括を補佐して多数の研究成果を挙げた。 

  事業終了後の研究成果については、実用化開発を中心としてコンソーシアム等による企業中心の開

発がスタートしているが、八戸工業大学、弘前大学、八戸高専については、引き続き、「学」の立場

で実用化開発を支えていくこととしている。 

  こうした産学官連携による研究開発の取り組みと並行して、青森県としては、クリスタルバレイ構

想による企業集積の推進、ＦＰＤ関連のイノベーションの創出を推進していくため、八戸高等技術専

門学校及び八戸工業大学において、国の人材育成事業を活用した人材育成プロジェクトをスタートさ

せており、人材育成面からクリスタルバレイ構想を推進していく。 

 

③ 関連行政機関（文部科学省、経済産業省）との連携状況について 

文部科学省との連携については、青森県の場合、これまでＲＳＰ事業に取り組みし、本県の科学技

術振興を図ってきたが、地域結集型事業は、青森県にとって本格的な産学官連携による産業振興プロ

ジェクトであり、この事業を通じて、県内外ＦＰＤ関係者との研究ネットワークが構築された。 

また、青森県としては、あおもりウェルネスランド構想に基づく医療・健康福祉分野の産業振興を

進めていくこととしており、今後、本事業の研究成果の実用化にあたっては、ＪＳＴの地域研究開発
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資源活用促進プログラムを活用し、「医工連携」により、青森県の産業振興プログラムの実現を図っ

ていく。 

    今後のＦＰＤ研究開発拠点として、液晶先端技術研究センターを創設して本事業の実用化やクリス

タルバレイ構想のキーテクノロジー開発を進めていくこととしていることから、今後、ＪＳＴサテラ

イト岩手と連携して、イノベーションの創出に取り組みしていく。 

 

    経済産業省との連携については、クリスタルバレイ構想について、国の産業クラスター政策におい

て、東北地域のディスプレイ開発の一部拠点地域として位置づけされており、これを基軸にエコタウ

ンプラン、地域再生計画など、国の各種政策を活用したアクションプランを展開してきた。 

    文部科学省との連携と同様に、地域新生コンソーシアム事業を活用し「医工連携」により青森県の

産業振興プログラムの実現を図り、新たな産業クラスター創成に向けて取り組みしていく。 

 

 

 （３）基本計画に対する達成度 

   地域ＣＯＥの構築及び新技術・新産業創出に向けた進捗状況と今後の見通し等について以下に記述す

る。 

     ① 地域ＣＯＥの構築状況について 

基本計画においては、地域ＣＯＥの構築を達成するために必要とされる項目として次の６項目に

ついて取り組みすることとしている。 

具体的には、本地域結集型共同研究事業を推進するためにコア研究室を定める。ここを中心に地

域の強い産学官ネットワークを張り巡らし、緊密な情報交換支援体制を実現する。 

得られた研究成果がスムースに地域企業での生産に結びついていくようインタフェースの整備

を図る。さらには試作ラインを備えた研究所を整備することによりベンチャー企業の育成に努める。    

本事業の終了時にはコア研究室であるＦＰ先端研究所（仮称）がクリスタルバレイ構想実現の中

核となることを目指したものである。 

     当初の事業計画のうち「地域ＣＯＥの構築に関する計画」のフェーズⅠ、Ⅱにおける目標と進捗

状況、今後の見通しについて以下に記する。 

＜その１ コア研究室＞ 

① 事業開始当初は八戸工業大学内にコア研究室を設置して本事業の推進、支援管理等を行ってき

たが、長引く景気低迷等の中で早期に地域ＣＯＥ構築を図るため、その第一ステップとして平

成１５年度から青森県工業総合研究センター八戸地域技術研究所にコア研究室を移転し、本事

業期間中はここを開発拠点として研究開発を推進してきた。 

② 事業終了後の青森県における研究体制については、本事業の研究成果やノウハウがコア研究室

の研究員が保有しており、研究成果を着実に青森県に根付かせ、スピーディーな研究開発を進

めていく観点から、中核機関のコア研究室を改組して財団法人２１あおもり産業総合支援セン

ターに「液晶先端技術研究センター」を平成１８年１２月１２日に新設した。 

③ 液晶先端技術研究センターにおいては、コア研究室の研究員を継続雇用するとともに、青森県

のＦＰＤ研究部門研究員も派遣により、研究リソースを集中して実用化を推進するほか、次世

代液晶ディスプレイの研究開発に取り組みする。また、次世代液晶技術の開発により、新産業

の創出及び県内産業振興を推進するなど、液晶関連研究を強力に推進する体制を確立し、クリ

スタルバレイ構想の早期実現につなげ、当初の計画どおり地域ＣＯＥの形成を図っていく。 

 

 ＜その２ 産学官ネットワークの構築＞ 

① 本事業の成果普及の促進、県内企業への円滑な技術移転を図ることを目的として、平成１５年

７月３０日に「次世代ＦＰＤ先端技術研究会（代表：末永洋一氏、参加機関５６機関１０９名
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参加）」設立し、この研究会においてＦＰＤ関連のセミナー、研究成果報告、最先端技術動向の

情報収集など県内ＦＰＤ産学官ネットワークの核として活動してきた。 

② 青森県内企業の本事業への参画を促進していくため、上記研究会を中心として諸活動を積極的

に展開した結果、日本マイクロニクス（液晶粘性測定装置の商品化）、シチズンディスプレイズ

（ＯＣＢ液晶フィルター素子）、ワーロック（液晶デバイス散乱光制御）が事業参画し、研究成

果の地域移転さらには、今後、県内での新産業創出のための足がかりが実現できた。 

③ また、中核機関は、青森県の支援の元にマーケットリサーチを実施し、この調査結果に基づき、

新方式液晶ディスプレイの実用化を医療分野で展開していくため、新技術エージェント、市場

開拓アドバイザーと連携して研究統括、研究グループに必要な助言を行い、実用化研究への方

向付けを行った。 

④ 事業終了後の青森県の研究体制は、中核機関に新設した液晶先端技術研究センターが研究開発

拠点となるが、次世代ＦＰＤ先端技術研究会は、本事業終了後は、基本計画どおり青森県のＦ

ＰＤ研究ネットワークの要として、ＳＩＤやＩＤＷなどの国内外の展示会・学会・フォーラム

等への会員参加、県内企業のＦＰＤ研究開発取り組み支援、新たな研究開発プロジェクトの取

り組み検討などの諸事業を積極的に展開し、新設した研究センターの研究開発を側面から支援

することにより、ＦＰＤ関連の新産業創出、研究開発型企業・人材育成など、地域ＣＯＥの形

成を図っていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜その３ 研究成果の具体的な移転方策＞ 

①  新技術エージェント２名を配置し、また、市場開拓アドバイザー、ＦＰＤ事業化推
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進アドバイザーなどのスキルバンクを活用し、本事業による研究成果について各研

究グループの特許出願の促進に努めた結果、３２件を特許出願し研究成果を知財化

した。 

② 研究の推進に当たっては、新方式液晶ディスプレイ開発の進捗状況を踏まえて、その実用化を前

提として、新技術エージェントが中心となって研究者や企業との情報交換を行って必要な助言に

努めてきた。また、県内企業への技術移転を促進していくため、青森県単独事業とし

て創設した「ＦＰＤ関連研究開発推進費補助金」制度を活用して県内企業の事業参画に努め

た結果、日本マイクロニクス（株）、シチズンディスプレイズ（株）など県内企業の事業参画が

実現され、今後、こうした取り組みをステップとし、研究成果の知財を活用しつつ、さらなる実

用化開発を進めていく。 

③ 研究成果を具体的に実用化に取り組みしていくため、中核機関が青森県の支援の元に実施したマ

ーケットリサーチに基づき、新方式液晶ディスプレイの実用化を医療分野で展開していくことと

した。 

④ 医療分野での具体的な事業化方策、事業化の方向付けなどについて、事業化可能性調査委員会を

創設（中核機関職員、研究統括、新技術エージェント、研究員、青森県職員、液晶セットメーカ

ー職員、事業化推進アドバイザーなどで構成）して事業化プランを検討した。並行して、医療分

野のディスプレイ開発を具体的に進めていくためのワーキンググループ（中核機関職員、研究員、

新技術エージェント、市場開拓アドバイザー等）を設置して検討した。 

⑤ これらの検討結果をとりまとめして、経済産業省、ＪＳＴに実用化開発プランを応募し、平成１

８年度事業として採択されたところであり、今後、事業化検討委員会で取りまとめた事業化プラ

ンを踏まえながら実用化開発を推進していく。 

⑥ 事業終了後の取り組みとして、青森県が平成１８年３月に策定した「あおもりウェルネスランド

構想」に基づき、医療・健康福祉分野の産業振興が県の政策として方向付けされているため、こ

うした県の政策と連携して、本事業の研究成果を医療・健康福祉分野で事業化していく。このた

め、新設した液晶先端技術研究センターが研究開発の中核となり、次世代ＦＰＤ先端技術研究会

が諸活動を展開して、研究センターの実用化開発を側面支援していく。 

 

 ＜その４ 企業化検討のための情報整備＞ 

①  事業開始当初から新技術エージェントを中心にＦＰＤ市場動向、最先端技術動向、将来動向など

研究成果の企業化検討に必要と考えられる「県内企業等実態調査」や「ＦＰＤの国際

学会等への出席」、「国際的な商談・情報交換の場であるフラットパネルディスプレ

イ製造技術展」への出席等により必要な情報収集を行い、これを研究現場にフィー

ドバックしてきた。また、マーケットリサーチにより企業化の方向性として医療分

野での事業展開について、具体的なアクションプラン等の検討を行うなど、クリス

タルバレイ構想を推進していくための青森県としての産業振興戦略と新方式液晶デ

ィスプレイの技術的優位性を踏まえた産業振興戦略のアクションプランについて検

討した。 

②  事業終了後の青森県の研究体制として、新設した液晶先端技術研究センターが研究開発拠点と

なり、検討したアクションプランを踏まえた実用化に努めていくことから、今後、この研究セン

ターにおいて必要とする最新の情報を収集し、研究開発に反映させていくため、次世代ＦＰＤ先

端技術研究会が中心となって、継続的に国内外の展示会・学会・フォーラム等で情報収集して情

報整備に努めるとともに、新たな研究開発プロジェクトの取り組みの検討などの諸事業を積極的
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に展開して、新産業創出に取り組みしていく。 

 

＜その５ 青森県の役割＞ 

① 本事業は、クリスタルバレイ構想実現のための推進エンジンとして先導的研究開発プロジェクト

の位置づけにより実施しており、この構想と一体的に事業推進する必要性などから「青森県」が

中心となって、コア研究室、研究環境などの事業推進体制を整備してきた。 

② 特に、平成１５年度に県立工業系試験研究機関の再編を実施し、「ＦＰＤ研究部」を新設する

とともに、６億円余をかけて世界最高レベルのクリーンルームを整備するなど、ＦＰＤ研究拠点

の整備に努めてきた。また、研究成果の実用化を促進していくため、液晶パネル試作用ＴＦＴ基

板の調達、供給など青森県として実用化を推進してきた。 

③  さらに、本事業の研究成果（知財）をクリスタルバレイ構想の企業誘致戦略に取り込みしＦＰＤ

関連産業の誘致促進と県内企業への技術移転促進を図るため、日本版バイドール法を適用して、

中核機関が中心となって知財化を進め、その特許出願経費について支援してきた。 

④  本事業終了後は、当初計画において、「むつ小川原工業開発地区」いわゆるクリスタルバレイ地

域に（仮称）ＦＰＤ先端技術研究所を整備し、この研究所を拠点として研究開発に取り組みして

いくこととしている。このため、本事業の研究成果を着実に青森県に根付かせ、スピーディーな

研究開発を進めていく観点から、財団法人２１あおもり産業総合支援センターに「液晶先端技術

研究センター」を平成１８年１２月１２日に新設したところである。 

⑤  青森県としては、今後の経済状況やＦＰＤ関連産業の動向、県内へのＦＰＤ関連産業の集積状況

等を見極めながら、クリスタルバレイ地域での研究機能整備に努めていくこととしており、この

ため、新設した「液晶先端技術研究センター」が実用化開発や企業誘致のキーテクノロジー開発

を先導的に実施し、クリスタルバレイ構想の着実な実現を図っていくこととしている。今後も

継続して財団法人21あおもり産業総合支援センターのさらなる機能強化を図り、地域ＣＯＥ形

成を推進していく。 

 

＜その６ 中核機関の機能構築＞ 

① 事業開始当初は八戸工業大学内にコア研究室を設置し、平成１５年度からは県工業総合研究セ

ンターの研究環境整備に伴い、同研究所にコア研究室を移転して事業を推進してきた。 

②  この間、青森県の全面的支援の元に、研究事業の中核として研究参画機関と連携して共同研究

事業の推進に努めた結果、新方式液晶ディスプレイ技術の知財化、青森県内企業への技術移転、

ＦＰＤ研究開発の産学官ネットワーク構築、さらには研究成果の医療分野での実用化展開など

事業終了後の地域ＣＯＥ構築のための基盤が整備された。 

③  こうしたことから、財団法人２１あおもり産業総合支援センターとしては、青森県の全面的な

支援のもとに、事業終了後のＦＰＤ研究開発拠点として「液晶先端技術研究センター」を創設

し、コア研究室の雇用研究員が継続して研究開発に取り組みしていくこととしており、本事業

期間中に培った中核機関としてのノウハウを新研究センターの運営に反映させ地域ＣＯＥ形成

を推進していく。 
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［様式３］ 

①地域ＣＯＥの構築状況 

 ○フェーズⅠ（事業開始から 3年目まで） ○フェーズⅡ（3年目終了以降、5年目まで） ○フェーズⅢ（6年目以降） 

基本計画の目標・構想 

（箇条書きで） 
目標・構想達成状況 未達の場合の原因 

その１ コア研究室 

 

(1)フェーズⅠ 

コア研究室の設置 

(2) フェーズⅡ 

コア研究室をFPD先端技術研究

所（仮称）へ移転 

(3) フェーズⅢ 

FPD先端技術研究所（仮称）が、

研究の中核として実用化研究、応

用研究、次々世代の研究を継続し

て実施する。 

(1)フェーズⅠ 

・事業開始当初は、八戸工業大学にコア研究室を設置して研究体制等を整備

・平成１５年度は青森県工業総合研究センター八戸地域技術研究所にコア研

究室を移転 

(2) フェーズⅡ 

・八戸地域技術研究所内のコア研究室が開発拠点となり研究開発を推進 

(3) フェーズⅢ 

・平成１８年１２月１２日に２１あおもり産業総合支援センターのコア研

究室を改組し、「液晶先端技術研究センター」を設置した。 

・液晶先端技術研究センターは、研究成果の実用化を推進するほか、次世代

液晶ディスプレイの研究開発に取り組みする。 

・また、次世代液晶技術の開発により、新産業の創出及び県内産業振興を推

進するなど、クリスタルバレイ構想の早期実現につなげ、当初の計画どお

り地域ＣＯＥの形成を図っていく。 
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 ○フェーズⅠ（事業開始から 3年目まで） ○フェーズⅡ（3年目終了以降、5年目まで） ○フェーズⅢ（6年目以降） 

基本計画の目標・構想 

（箇条書きで） 
目標・構想達成状況 未達の場合の原因 

その２ 

産学官ネットワークの構築 

 

(1) フェーズⅠ 

・次世代FPD先端技術研究会の創設

運営 

・県内大学と中核機関が協調・連

携を図る。 

(2) フェーズⅡ 

・次世代FPD先端技術研究会の相互

連携による情報交換 

・マーケットリサーチ実施、実用

化研究を強化 

・次世代の技術の基礎研究着手 

(3) フェーズⅢ 

・地域連携FPD研究会（仮称）に名

称を変更、情報交換等実施 

 

 

 

 

 

 

(1) フェーズⅠ 

・平成１５年７月３０日に「次世代ＦＰＤ先端技術研究会（代表：末永洋

一氏、参加機関５６機関１０９名参加）」設立 

・研究会はＦＰＤ関連のセミナー、研究成果報告、最先端技術動向の情報

収集など県内ＦＰＤ産学官ネットワークの核として活動 

(2) フェーズⅡ 

・研究会を中心として諸活動を積極的に展開した結果、日本マイクロニクス

（液晶粘性測定装置の商品化）、シチズンディスプレイズ（ＯＣＢ液晶フ

ィルター素子）、ワーロック（液晶デバイス散乱光制御）が事業参画 

・青森県の支援の元にマーケットリサーチを実施し、この調査結果に基づい

て実用化研究への方向付け、実用化研究の取り組みを行った。 

(3) フェーズⅢ 

・次世代ＦＰＤ先端技術研究会は、青森県のＦＰＤ研究ネットワークの要と

して、各種展示会等での先端技術情報の収集、県内企業のＦＰＤ研究開発

取り組み支援、新たな研究開発プロジェクトの取り組み検討などの諸事業

を積極的に展開し、新設した研究センターと連携してＦＰＤ関連の新産業

創出、研究開発型企業・人材育成など、地域ＣＯＥの形成を推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・当初計画では、地域連携ＦＰＤ研究会に改

称を予定していたが、名称変更による混乱

等が想定されることから名称変更せず、現

行名称のまま諸活動展開することとした。 
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○フェーズⅠ（事業開始から 3年目まで） ○フェーズⅡ（3年目終了以降、5年目まで） ○フェーズⅢ（6年目以降） 

基本計画の目標・構想 

（箇条書きで） 
目標・構想達成状況 未達の場合の原因 

その３ 

研究成果の具体的な移転方策 

(1)フェーズⅠ 

・知的所有権の獲得 

・外部有識者による企業化可能性

評価等実施 

(2)フェーズⅡ 

・地域企業への所有権の活用 

・電子・電機関連分野や健康・福

祉関連分野など本県の戦略分野

への応用への展開・他分野連携 

(3)フェーズⅢ 

・地域企業の研究体制支援 

 

(1)フェーズⅠ 

・新技術エージェント２名配置し特許出願を促進  特許出願３２件 

・マーケットリサーチに基づき、新方式液晶ディスプレイの実用化を医療分

野で展開する方向付け 

・事業化検討委員会を創設（中核機関職員、研究統括、新技術エージェント

、研究員、青森県職員、液晶セットメーカー職員、事業化推進アドバイザ

ーなどで構成）して事業化プランを検討 

・医療分野のディスプレイ開発を具体的に進めていくためのワーキンググル

ープ（中核機関職員、研究員、新技術エージェント、市場開拓アドバイザ

ー等）を設置して検討 

(2)フェーズⅡ 

・青森県単独事業「ＦＰＤ関連研究開発推進費補助金」制度を活用し日本マ

イクロニクス（株）、シチズンディスプレイズ（株）など県内企業の事業

参画が実現 

・事業化検討委員会やワーキンググループの検討結果を踏まえて、経済産業

省、ＪＳＴに医療分野の実用化開発プランを応募し、平成１８年度事業と

して採択 

(3)フェーズⅢ 

・青森県が平成１８年３月に策定した「あおもりウェルネスランド構想」に

基づき、研究成果を医療・健康福祉分野で事業化推進する。 

・次世代ＦＰＤ先端技術研究会が諸活動を展開して、地域企業の研究開発等

を側面支援 
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○フェーズⅠ（事業開始から 3年目まで） ○フェーズⅡ（3年目終了以降、5年目まで） ○フェーズⅢ（6年目以降） 

基本計画の目標・構想 

（箇条書きで） 
目標・構想達成状況 未達の場合の原因 

その４ 

企業化検討のための情報整備 

(1)フェーズⅠ 

・市場ニーズと将来動向調査 

・具体的な戦略の検討 

(2)フェーズⅡ 

・新たなディスプレイシステムの

創出 

(3)フェーズⅢ 

新たな企業化に結びつける。 

 

 

 

(1)フェーズⅠ 

・新技術エージェントを中心に「県内企業等実態調査」や「ＦＰＤの国際学

会等への出席」、「国際的な商談・情報交換の場であるフラットパネルディ

スプレイ製造技術展」でＦＰＤ市場動向、最先端技術動向、将来動向など

情報収集 

・クリスタルバレイ構想を推進していくための産業振興戦略と新方式液晶デ

ィスプレイの技術的優位性を踏まえた産業振興戦略アクションプラン検討

(2)フェーズⅡ 

・青森県が平成１８年３月に策定した「あおもりウェルネスランド構想」に

基づき、医療・健康福祉分野において新たなディスプレイシステムの創出

等を念頭に事業化推進 

(3)フェーズⅢ 

・液晶先端技術研究センターと次世代ＦＰＤ先端技術研究会が中心となっ

て、継続的に国内外の展示会・学会・フォーラム等で情報収集して情報

整備に努め、新たな研究開発プロジェクトの取り組みの検討などの諸事

業を積極的に展開して、新産業創出に取り組みする。 
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○フェーズⅠ（事業開始から 3年目まで） ○フェーズⅡ（3年目終了以降、5年目まで） ○フェーズⅢ（6年目以降） 

本計画の目標・構想 

（箇条書きで） 
目標・構想達成状況 未達の場合の原因 

その５ 

青森県の役割 

 

(1)フェーズⅠ 

・地域結集型共同研究事業の体制

確立の支援 

・FPD先端技術研究所（仮称）の整

備を推進するなどクリスタルバ

レイ構想の実現を図る。 

・中核機関の機能強化を図り、研

究支援体制を充実 

(2)フェーズⅡ 

・FPD関連産業の集積を図り、クリ

スタルバレイ構想の推進 

・中核機関の機能強化を図り、研

究支援体制のさらなる充実を図

る。 

(3)フェーズⅢ 

クリスタルバレイ研究都市の創出 

(1)フェーズⅠ 

・クリスタルバレイ構想実現のための推進エンジンとして先導的位置づけで

実施。「青森県」が積極的にコア研究室、研究環境などの事業推進体制を

整備 

・平成１５年度に世界最高レベルのクリーンルームを整備、また、液晶パネ

ル試作用ＴＦＴ基板の調達、供給など青森県として実用化を推進 

・本事業の研究成果（知財）をクリスタルバレイ構想の企業誘致戦略に取り

込むため、日本版バイドール法を適用して、特許出願経費支援 

(2)フェーズⅡ 

・フェーズⅠと同様に中核機関の運営強化のため支援の充実 

・研究成果の実用化を推進していくため、液晶粘性係数測定装置の試作を支

援 

・平成１８年４月クリスタルバレイ地区に東北デバイス（株）が工場立地 

(3)フェーズⅢ 

・研究成果を着実に青森県に根付かせ、スピーディーな研究開発を進めてい

く観点から、液晶先端技術研究センターを新設 

・液晶先端技術研究センターが実用化開発や企業誘致のキーテクノロジー開

発を先導的に実施し、クリスタルバレイ構想の着実な実現を図っていく。
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○フェーズⅠ（事業開始から 3年目まで） ○フェーズⅡ（3年目終了以降、5年目まで） ○フェーズⅢ（6年目以降） 

基本計画の目標・構想 

（箇条書きで） 
目標・構想達成状況 未達の場合の原因 

その６ 

中核機関の機能構築 

 

(1)フェーズⅠ 

・コア研究室設置と関連研究設備

の整備 

・共同研究契約の締結 

・技術移転支援を図る。 

(2)フェーズⅡ 

・引き続き関連研究施設・設備の

整備 

・引き続き技術移転支援 

(3)フェーズⅢ（6年目以降） 

・地域産業の支援強化 

 

 

(1)フェーズⅠ 

・事業開始当初は八戸工業大学内にコア研究室を設置 

・平成１５年度から県工業総合研究センターの研究環境整備に伴い、同研究

所にコア研究室を移転事業を推進 

・青森県の全面的支援の元に、新方式液晶ディスプレイ技術の知財化、青森

県内企業への技術移転、ＦＰＤ研究開発の産学官ネットワーク構築、さら

には研究成果の医療分野での実用化展開など事業終了後の地域ＣＯＥ構築

の基盤を整備 

 

(2)フェーズⅡ 

・引き続き、青森県の全面的支援の元に、技術移転や研究成果の医療分野で

の実用化展開など事業終了後の地域ＣＯＥ構築の基盤を整備 

 

(3)フェーズⅢ（6年目以降） 

・財団法人２１あおもり産業総合支援センターは、青森県の全面的な支援の

もとに、事業終了後のＦＰＤ研究開発拠点として液晶先端技術研究センタ

ーを創設 

・本事業期間中に培った中核機関としてのノウハウを新研究センターの運営

に反映させ地域ＣＯＥ形成を推進 

 

 

 

 



計画 　
実施

   項  　　目 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 将来の展開計画

地域ＣＯＥの構築に関する計画

① コア研究室  

　

　

　

　

　

② 産学官ネットワークの構築  

　

　

　

③ 研究成果の具体的な移転方策

　
 

　

　

［様式５］

基本計画スケジュール表に対する達成状況

コア研究室設置 コア研究室をＦＰＤ先端技術研究所に移転 次〃世代ＦＰＤ研究開発
ＦＰＤ先端技術研究所の機能強化

コア研究室設置
(八戸工業大学)

○コア研究室を八
　戸地域技術研究
　所に移転
○６億円余をかけ
　て世界最高レベ
　ルのクリーンル
　ームを１５年度
　に建設整備

○コア研究室を開発拠点として研究
　開発を推進
○コア研究室の機能強化

○（財）２１あ
おもりに液晶先
端技術研究セン
ターを創設

○次世代FPD先端技術研究会(仮称)発足運営
○県内大学と２１あおもり産業総合支援ｾﾝﾀｰと
　の協調・連携による研究推進

○次世代FPD先端技術研究会(仮称)での情報
　交換など
○マーケットリサーチによる実用化研究の強化
○次世代技術の基礎研究着手

○次世代FPD先端技術研究会を地域連携FPD研
　究会(仮称)に改称して情報交換実施

○H15.7.30「次世代FPD先端技術研究会」設立
　(５６機関　１０９名参加)
○青森県工業教育振興会（八工大内）、
　弘前大学地域共同センター
　総合技術教育センター（八工専内）
　21あおもり産業総合支援ｾﾝﾀｰとの相互情報交
　換・研究成果発表など連携

○次世代FPD先端技術研究会の研修会・情報交
　換会実施（県内企業３社が事業参画）
○マーケットリサーチによる実用化研究への方
　向付け、医療分野での事業化への取り組み

○次世代FPD先端技術研究会が青森県の研究ネットワー
　クの中心となり、情報収集、県内企業の研究支援、
　新プロジェクトの調査検討を実施
○次世代ＦＰＤ先端技術研究会が液晶先端技術研究セ
　ンターと連携して地域ＣＯＥ形成

・知的所有権の獲得
・研究交流促進会議等による研究状況
　評価、外部有識者による企業化可能
　性評価

・地域企業を中心とした知的所有権の活用
・電気電子分野や健康福祉分野など青森県
　戦略分野への応用検討

・地域企業の研究体制支援

○特許出願の促進(出願件数　３２件)
○県単補助金活用による地域企業の事業参画と
　知的所有権の活用
○事業化検討委員会の検討結果による医療分野
　の実用化開発の取組と健康福祉分野など県戦
　略分野への応用展開
○ＪＳＴ、経産省の研究プロジェクト採択

○新技術エージェント２名を配置
○各研究グループの特許出願促進
○中核機関が日本版バイドール法に
　対応して職務発明規定整備
○新技術エージェントが実用化を前提とし
　た研究の方向付け、医療分野の事業化検
　討委員会、ワーキンググループ設置検討

○あおもりウェルネスランド構想に基づき医療・健
　康福祉分野で事業化を推進
○次世代ＦＰＤ先端技術研究会の諸活動により地域
　企業の取り組みを支援、新分野展開を促進

2
5

（フェーズⅠ） （フェーズⅡ） （フェーズⅢ）

＜事業目標＞

○県内の産学官ネットワーク構築
○FPD研究開発の利活用体制整備
○クリスタルバレイ構想と連携して平
　成18年度には新たな地域COEを構築

○クリスタルバレイ構想のＦＰＤ先端技術
　研究所の整備
○産学官共同研究体制整備、地域への技術
　移転体制構築

○コア研究室をＦＰＤ先端技術研究所に移
　転

○ＦＰＤ先端技術研究所を新たな地域ＣＯＥ
　として実現

転

○八戸工大にコア研究室設置
○技術移転のネットワークとして次
世代FPD先端技術研究会創設

○コア研究室を八
　戸地域技術研究
　所に移転

○コア研究室の機能強化
○次世代ＦＰＤ研究会による実用化
開発の検討などネットワークの強化

○中核機関に液晶
先端技術研究セン
ター創設

○液晶先端技術研究センターを地域ＣＯＥと
　して新産業創出等を推進

○コア研究室設置
○コア研究室をFPD先端技術研究所に
　移転
○FPD先端技術研究所が研究の中核と
し
　て実用化・応用研究等次〃世代研究
　を継続

○液晶先端技術研究センターの機能強化
○液晶先端技術研究センターは実用化開発ともに
　次世代ＦＰＤ研究開発に取り組みし、クリスタル
　バレイ構想の実現、地域ＣＯＥ形成推進

○次世代ＦＰＤ先端技術研究会創設と
　運営
○県内大学と中核機関が協調・連携に
　よる研究推進
○マーケットリサーチによる実用化研
　究強化
○次世代技術研究着手
○地域連携ＦＰＤ研究会に名称変更、
　情報交換実施

○知的所有権の獲得
○企業化可能性評価等実施
○地域企業への知財の活用
○健康福祉分野など県の戦略分野への
　応用展開、他分野との連携
○地域企業の研究体制支援



計画 　
実施

   項  　　目 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 将来の展開計画

地域ＣＯＥの構築に関する計画

　 　 　

④ 企業化検討のための情報整備  

　

⑤ 青森県の役割  

　

　

⑥ 中核機関の機能構築  

　

［様式５］

基本計画スケジュール表に対する達成状況

・市場ニーズと将来動向調査
・具体的な戦略検討

・新たなディスプレイシステム
　の整備

・新たな企業化に結びつける

・地域結集型共同研究事業体制確立
　支援
・FPD先端技術研究所の整備促進
・21あおもり産業総合支援ｾﾝﾀｰの機
　能強化による研究支援体制充実

・FPD関連産業の集積
・21あおもり産業総合支援ｾﾝﾀｰの機
　能の更なる充実

・クリスタルバレイ研究都市の創出

○クリスタルバレイ構想の推進エンジン
　として本事業実施。青森県が研究環境
　など事業推進体制を整備
（県公設試FPD研究部創設、世界最高ﾚﾍﾞ
　ﾙのｸﾘｰﾝﾙｰﾑ整備、ﾊﾟﾈﾙ試作用TFT基板
　調達、提供、バイドール法適用特許出
　願支援など）
○青森県FPD関連研究開発推進費補助
　金制度の創設（県単独事業）
○県職員（３名）の中核機関へ派遣
○共同研究事業実施に係る運営費等の
　助成

○中核機関の運営体制強化のための支
　援の充実
○研究成果実用化促進のための液晶粘
　性係数測定装置試作の支援
○平成１８年４月　クリスタルバレイ
　地区に東北デバイス（株）工場立地

○財団法人２１あおもり産業総合支援セン
　ターに液晶先端技術研究センターを創設
○液晶先端技術研究センターがクリスタル
　バレイ構想推進のキーテクノロジー開発
　に取り組みＦＰＤ産業集積を推進

・市場ニーズと将来動向調査
・具体的な戦略検討

○県内実態調査、国際学会、技術展で
　の情報収集
○新方式液晶の優位性を踏まえた産業
　振興戦略検討

○平成１７年度に策定したあおもり
　ウェルネスランド構想に基づき、医
　療・健康福祉分野で３Ｄなど新たな
　ディスプレイシステム創出・事業化
　推進

○液晶先端技術研究センターと次世代ＦＰＤ
　先端技術研究会が連携して情報整備、新た
　なプロジェクト展開の検討など新産業創出
　に取り組みする。

2
6

（フェーズⅠ） （フェーズⅡ）

○市場ニーズと将来動向調査
○具体的な戦略検討
○新たなディスプレイシステムの創出
○新たな企業化に結びつける

○地域結集型共同研究体制確立支援
○FPD先端技術研究所の整備促進
○中核機関の機能強化と研究支援体制
　充実
○FPD産業集積によるクリスタルバレイ
　構想推進
○中核機関の支援体制の更なる充実
○クリスタルバレイ研究都市の創出

・コア研究室、サブコア研究室及び
　研究設備の整備
・共同研究契約の締結
・技術移転支援

・コア研究室、サブコア研究室及び
　研究設備の整備の継続
・共同研究契約の締結
・技術移転支援の継続

・地域産業の支援強化
○コア研究室の設置と関連研究設備整
　備
○共同研究契約の締結
○技術移転支援の充実
○引き続き関連研究施設・設備整備
○引き続き技術移転支援
○地域産業の支援強化

○コア研究室を八工大から八戸地域技術
　研究所に移転
○青森県の支援により特許出願、県内企
　業への技術移転、次世代ＦＰＤ先端技
　術研究会開催によるネットワークの構
　築など地域ＣＯＥの基盤整備

○青森県の支援によるコア研究室の整備
　の充実
○青森県の支援により特許出願、県内企
　業への技術移転、次世代ＦＰＤ先端技
　術研究会開催によるネットワークの構
　築など地域ＣＯＥの更なる基盤整備

○財団法人２１あおもり産業総合支援セン
　ターに液晶先端技術研究センターを創設
○液晶先端技術研究センターがクリスタル
　バレイ構想推進のキーテクノロジー開発
　に取り組み地域ＣＯＥ形成を推進

（フェーズⅢ）

○キーテクノロジーとＦＰＤ関連技術者を
　インセンティブとしたＦＰＤ関連企業及
　び研究所立地への戦略的誘致活動
○ＦＰＤ関連産業集積地形成の推進とクリ
　スタルバレイ研究都市を創出
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② 研究開発による独自技術の確立と新技術・新産業創出に向けての進捗状況 

 

基本計画においては、２１世紀においてハイブロードバンドのディジタルネットワークが基本的

な社会基盤となり長時間みても目が疲れない目に優しいディスプレイが求められるとともに、徹底

的な低消費電力化が求められることなどから、３０インチの大画面で消費電力２０Ｗ以下、高品位

で低価格の液晶ディスプレイの創出を目指すこととした。 

 

 また、本事業においては光学効果を発揮する表示素子と回路面から大画面化や高精細化を図る薄

膜トランジスタ(TFT:Thin Film Transistor)の２つのコアテーマを設けて研究を推進することとし

ているものである。 

 

 当初の事業計画においては、透過型と反射型両者の液晶について取組んでいくこととしていたが、

透過型の試作パネルを完成評価したことにより、透過型でも詳細に取組むべき課題が顕在化したた

め、本事業のフェーズIIでは基本的に反射型は扱わず、透過型に焦点を当て、課題を重点化してい

くこととした。 

また、大画面パネルについては整備した設備能力等の制約から１５インチ透過型パネルを試作す

ることとし、大画面化についてはFS-OCBを適用した液晶デバイスを用いた液晶プロジェクターを開

発することにより実現することとした。 

 

当初の事業計画のうち「新事業・新産業の創出に関する計画」のフェーズⅠ、Ⅱにおける現状と

進捗の主なものについて以下に述べる。 

  

＜ FPDコアテーマA  高性能表示素子の開発研究 ＞ 

     ［ A－① 超高速、低電力、高輝度、広視野角液晶表示モードの創出 ］ 

               (当初の｢超低電力、超高輝度、超高視野角液晶表示モードの創出｣を改題) 

フェーズ１において、低消費電力、高輝度、広視野角を実現するため、ＯＣＢ液晶モードとフィー

ルドシーケンシャル（時分割駆動）方式との組合せにより、カラーフィルタを用いない新方式液晶デ

ィスプレイの実現を図ることとし、６インチ、フィールドシーケンシャル・TFT-カラーOCB 液晶パネ

ルの試作した。また、中間評価において、反射型に係る研究停止するなど、次により研究テーマを見

直し、研究の重点化を図った。 

 

① 小テーマ「新規液晶光学表示モードの創出」を５テーマに分割した。 

② 「駆動回路の設計理論の確立と最適設計およびシミュレーション」を新設した。 

③ 「着色層における色彩設計法の確立」、「新規モードの反射型パネル化」、「カラーフィルター設計

試作」の研究は停止した。 

 

     フェーズⅡでは、配向転移の高速化、広視野角表示、バックライトシステム、駆動回路などの要素

技術開発を進め、これらを技術融合させてＯＣＢモード・フィールド・シーケンシャルカラー液晶１

５インチディスプレイを試作評価した。 

 

この結果、最終目標である３０インチ大画面で消費電力２０Ｗ以下、高品位で低価格の液晶ディス

プレイ創出技術を実現した。 

 

また、ＯＣＢモードを用いたＬＣＯＳ素子の開発及びＬＥＤ光源、光学系システムの開発によりフ

ィールドシーケンシャル方式ＬＣＯＳプロジェクターを試作評価した。今後、これらの研究成果につ

いて、経済産業省地域新生コンソーシアム研究開発事業として小型超高精細液晶ディスプレイの開発、

および科学技術振興機構（JST）地域研究開発資源活用促進プログラムによりFS方式医療用新撮像表

示システムの開発により医療分野で実用化展開を進めていく。 

 

   ［ A-② 液晶応答速度の高速化 ］  

フェーズ１においては［ A－① 超高速、低電力、高輝度、広視野角液晶表示モードの創出(当

初の｢超低電力、超高輝度、超高視野角液晶表示モードの創出｣を改題)］の取り組み方針に基づき、
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６インチパネル試作用のＯＣＢモード液晶材料及び配向膜材料を供給し、共同研究企業であるチッ

ソ石油化学株式会社が液晶材料、配向膜材料の最適化を行って材料供給し、６インチパネルで実用

パネルへの適用可能性を確認できた。 

フェーズⅡにおいて、液晶パネルの低消費電力化を図るため地元企業（東北化学薬品株式会社）

との共同研究により駆動電圧を低下させることを特徴とする新規添加材料を合成し、チッソ石油化

学株式会社が液晶材料、配向膜材料を最適化し、１５インチパネル試作を通じて、OCB モードに適

した液晶材料および配向膜材料を開発した。化学構造や組成を最適化し、高⊿ｎ、高⊿ε、高信頼

性を持つ実用的な液晶材料と、安定な高プレチルト角を示す実用的な配向膜材料とを見出した。 

 

   ［ A-③ 高性能ディスプレイの測定・設計・評価技術の確立 ］ 

     中間評価において、次により研究テーマを見直した。 

①反射型特性評価技術の開発（高精度光度計測評価）と２軸型電気光学特性評価技術の確立（高

精度広視野角測定）を統合して、「現行測定法の課題抽出と解決」として体系化した。 

②また、フェーズⅡにおいて、「現行測定法の課題抽出と解決」でオーバードライブ評価装置開発

を行うこととした。 

③ＯＣＢモード液晶ディスプレイの派生技術として、狭帯域バンドパスフィルタ開発及び粘性係

数高精度測定技術確立を新たに追加した。 

     

フェーズⅡでは、上記により追加した「液晶粘性係数測定装置」、「ＯＣＢ液晶フィルター」及

び「ｵｰﾊﾞｰﾄﾞﾗｲﾌﾞ評価測定装置」を試作し、評価を行った。また、「液晶粘性係数測定装置」、「Ｏ

ＣＢ液晶フィルター」については、青森県内企業が事業参画し商品化が実現した。「液晶粘性係数

測定装置」、「ＯＣＢ液晶フィルター」については、今後も改良・評価を行い、県内企業の技術移

転を促進する。 

 

＜ FPDコアテーマB 薄膜トランジスタ基幹技術の創出 ＞ 

  ［ B-①新駆動素子構造の創出 ］ 

フェーズ１における研究の進展の結果、研究対象が明確になったことから小テーマを増やす（２

テーマ→４テーマ）こととなり、また、「大気圧ライン状プラズマ装置開発」については他の国家プ

ロジェクト全体の液晶ディスプレイの開発推進に配慮し、「低消費電力次世代ディスプレイ製造技術

共同研究施設整備事業」（産業技術総合研究所、平成13年度第2次補正予算）へ展開することとし

た。 

     フェーズⅡにおいて、小型基板実験系で配線形成の要素技術開発を概ね完了した。引き続きこれ

を大型基板に適応するべく、青森県内のＡ社と協力して、小型の実験系で得た条件を 30 インチ

QXGATFT基板を実現可能とする15インチ基板の試作に拡大発展させた。 

     今後、フラットパネルディスプレイのみならず、LSI 分野やプリント配線分野において高密度配

線形成技術として将来的に期待されると同時に、下地基板を選ばない工程であるため、様々な基板

に選択めっきを行うことが可能となるので、多分野への応用展開を図るべく青森県内外企業を探索

中である。 
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［様式４］ 

② 新技術・新産業創出に向けての達成状況 

 ○フェーズⅠ（事業開始から 3年目まで） ○フェーズⅡ（3年目終了以降、5年目まで） ○フェーズⅢ（6年目以降） 

基本計画の目標・構想 

（箇条書きで） 
目標・構想達成状況 未達の場合の原因 

A-1  
超低電力、超高輝度、超高視野角
液晶表示モードの創出 
 
新規液晶光学モードの創出と周辺
技術の開発、散乱光制御法の確立
、人間工学を考慮した表示特性の
設計と製作 
 
(1)フェーズⅠ 
・新規モードの考案、基本素子の
作成／評価 

・散乱光制御法の確立 
・着色層における色彩設計法の確
立 

 
(2)フェーズⅡ 
・新規モードの反射型パネル化 
・散乱機能の実現と試作 
・カラーフィルタの設計と試作 
・技術融合と表示パネル試作 
 
(3) フェーズⅢ 
・民間への技術移転／クリスタル
バレイへの技術集積 

(1)フェーズⅠ 
中間評価において、反射型に係る研究停止するなど、研究テーマを見直し、
研究の重点化を図った。 
① 小テーマ「新規液晶光学表示モードの創出」を５テーマに分割 
② 「駆動回路の設計理論の確立と最適設計およびシミュレーション」を新

設 
③ 「着色層における色彩設計法の確立」、「新規モードの反射型パネル化

」、「カラーフィルター設計試作」の研究は停止した。 
＜見直し後の計画＞ 
●フェーズⅠ 
・新規モードの考案、基本素子の作成／評価 （小テーマ５分割） 
・散乱光制御法の確立 
・着色層における色彩設計法の確立（研究停止） 
・「駆動回路の設計理論の確立と最適設計及びシミュレーション」 

（新設）
  ●フェーズⅡ 

・新規モードの反射型パネル化（研究停止） 
・散乱機能の実現と試作 
・カラーフィルタの設計と試作（研究停止） 
・技術融合と表示パネル試作 

 
(2) フェーズⅡ 
ＯＣＢモード・フィールド・シーケンシャルカラー液晶１５インチディス

プレイを試作し、評価した。また、ＯＣＢモードを用いたＬＣＯＳ素子の開
発及びＬＥＤ光源、光学系システムの開発によりフィールドシーケンシャル
方式ＬＣＯＳプロジェクターを試作し評価した。 
最終目標である３０インチ大画面で消費電力２０Ｗ以下、高品位で低価格

の液晶ディスプレイ創出技術を実現した。 
 
(3) フェーズⅢ 
 ＯＣＢモード初期化技術、視野角拡大光学補償フィルム技術、ＬＥＤバッ
クライトシステム、駆動回路技術などの研究成果について、経済産業省地域
新生コンソーシアム研究開発事業（小型超高精細液晶ディスプレイの開発）
及びＪＳＴ地域研究開発資源活用促進プログラム（FS方式医療用新撮像表示
システム開発）により医療分野で実用化を進めていく。 
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［様式４］ 

以下、A-1 超低電力、超高輝度、超高視野角液晶表示モードの創出 小テーマごとの達成状況 

 ○フェーズⅠ（事業開始から 3年目まで） ○フェーズⅡ（3年目終了以降、5年目まで） ○フェーズⅢ（6年目以降） 

基本計画の目標・構想 

（箇条書きで） 
目標・構想達成状況 未達の場合の原因 

A-1-1 

配向転移の高速化 

〔基本計画の小テーマ『新規液晶

光学表示モードの創出』を５分割

した内の１つ〕 

 

液晶パネルの応用技術として、確

実な転移核を形成。OCBモードのス

プレイ状態からベンド状態への配

向転移の高速化を実現 

(1)フェーズⅠ 

転移電圧：6V以下転移時間：1s

ec以下 

(2)フェーズⅡ 

転移電圧：6V以下転移時間：1s

ec以下 

(3) フェーズⅢ 

民間への技術移転 

 

(1)フェーズⅠ 

ベンド配向転移に必要な条件として、スプレイ配向のディスクリネーション

とツイストのドメインウォールを接触させる転移法を確立し、6V 以下で確実

に転移が可能であることを明らかにした。転移時間については、転移核を 1

画素につき 1個以上の密度で構成することにより 1秒以内に転移可能となる

ことを実験により示した。 

(2) フェーズⅡ 

これらの方法をもとに、量産化可能な方法として、部分ラビングを行うマル

チラビング法を確立し、液晶セルに実装し、実用可能であることを示した。

当初の目標に対しては、ほぼ 100%達成できた。 

ただし、現時点では、ラビング装置やラビング布が変わると、ラビングを

制御する条件を前もって調整する必要があり、汎用化はできていない。学術

的にはこれらの定量的な表記が今後の研究テーマとして重要であろう。 

(3) フェーズⅢ 

 2つの事業にて新たな展開を図る。経済産業省地域新生コンソーシアム研究

開発事業として小型超高精細液晶ディスプレイの開発、および科学技術振

興機構（JST）地域研究開発資源活用促進プログラムFS方式医療用新撮像表

示システムの開発により実用化展開を進めていく。 

 

 

液晶分子の配向処理の条件は、布や処理装置

によって異なる。このようにラビング処理は

世界中で一般的に用いられているが、装置や

ラビング布に依存しないラビング条件の表

現法の普遍的な定量化に成功した例はない。

本研究で確立した方法を容易化・一般化する

ためには、この部分の普遍化に関する研究が

重要であろう。 
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［様式４］ 

 ○フェーズⅠ（事業開始から 3年目まで） ○フェーズⅡ（3年目終了以降、5年目まで） ○フェーズⅢ（6年目以降） 

基本計画の目標・構想 

（箇条書きで） 
目標・構想達成状況 未達の場合の原因 

A-1-2 

基本素子の作製／評価 

〔基本計画の小テーマ『新規液晶

光学表示モードの創出』を５分割

した内の１つ〕 

・15インチ型フィールドシーケン

シャルカラーOCBモードTFT液晶

表示素子の試作・統合化及び表

示品位の向上 

(1)フェーズⅠ 

透過型、コントラスト300:1、視

野角上下80度、左右120度（コン

トラスト5） 

(2)フェーズⅡ 

透過型、コントラスト500:1、視

野角上下140度、左右170度（コ

ントラスト10） 

輝度450cd/m2、15inch XGA 20W

以下、応答1msec以下 

(3) フェーズⅢ 

 民間への技術移転 

 

(1)フェーズⅠ 

6インチ・フィールドシーケンシャル・TFT-カラーOCB液晶パネルの試作を

行い。下記の特性を得、実用パネルの可能性を確認した。（現状：理論値

でコントラスト：300以上、透過率：70%以上、視野角：上下50度、左右12

0度 

(2) フェーズⅡ 

15インチディスプレイを試作し、基本計画にある目標・構想について検討

し、最終目標を達成することができた。その経緯は下記の通りである。 

・ 2005年5月に米国ボストン市で開催されたSID’05において15型FSC-OCBデ

ィスプレイについて公開展示と学術講演を行った。世界に先駆けた発表で

あり、高輝度、高彩度の画像品質を大型ディスプレイで実証した。 

・2006年6月に米国サンフランシスコ市で開催されたSID’06において15型と2

.2型小型FSC-OCBディスプレイについて公開展示と学術講演を行った。技術

のポイントは色割れ現象を防ぐ表示方式の提示、および新たな応用展開の

試作器を提示した。 

(3) フェーズⅢ 

2つの事業にて新たな展開を図る。経済産業省地域新生コンソーシアム研究

開発事業として小型超高精細液晶ディスプレイの開発、および科学技術振興

機構（JST）地域研究開発資源活用促進プログラムFS方式医療用新撮像表示シ

ステムの開発により実用化展開を進めていく。 
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［様式４］ 

 ○フェーズⅠ（事業開始から 3年目まで） ○フェーズⅡ（3年目終了以降、5年目まで） ○フェーズⅢ（6年目以降） 

基本計画の目標・構想 

（箇条書きで） 
目標・構想達成状況 未達の場合の原因 

A-1-3 

視野角拡大光学補償フィルム開発 

 

・ＯＣＢセル上下方向の光学特性

の解析と光学補償フィルムの設

計法の確立 

・光学補償フィルム製造技術の確

立 

(1)フェーズⅠ 

コントラスト比10以上で視野角

上下100度、左右140度の広視野

角液晶ディスプ用液晶セルの設

計条件確立 

 (2)フェーズⅡ 

視野角上下140度、左右160度の

広視野角液晶ディスプレイ用液

晶セルの設計条件確立 

(3) フェーズⅢ 

 民間への技術移転 

(1)フェーズⅠ 

ディスプレイ制作に必要な液晶セルパラメータおよび補償フィルムパラメー

タの設計条件の確立を行い、材料パラメータに応じた必要値を求めることに

成功した。この設計法に基づいたディスプレイでは正面コントラスト比300

以上、透過率80%、コントラスト10以上で上下130度、左右160度を実現できる

ことをシミュレーションにより示した。 

(2) フェーズⅡ 

エリプソメータを用いた液晶配向分布の測定法を確立した。この方法を用い

ることでbend配向液晶セルの配向分布および光学補償フィルムの光学特性の

精密な評価に成功した。またbend配向液晶セルの視野角依存性を補償するた

め、ディスコティック液晶材料を用いた位相差フィルムを導入し、その光学

特性および液晶セル設計条件の最適化を行った。この結果に基づいたディス

プレイは正面コントラスト比1000:1以上、視野角はコントラスト比10:1以上

の範囲として、全ての方位において160度以上を有することをシミュレーショ

ンにより示し、試作によりその設計法の妥当性を確認した。 

(3) フェーズⅢ 

2つの事業にて新たな展開を図る。経済産業省地域新生コンソーシアム研究

開発事業として小型超高精細液晶ディスプレイの開発、および科学技術振興

機構（JST）地域研究開発資源活用促進プログラムFS方式医療用新撮像表示

システムの開発により実用化展開を進めていく。 

 

 

基本計画の目標値である視野角（上下100度

、左右140度）は達成した。ディスコティッ

ク液晶材料による位相差フィルムを用いる

ことで、OCBセルの視野角を飛躍的に向上さ

せることに成功したが、液晶セルの設計条件

が厳しく制約されるという問題が生じてい

る。任意の液晶セルの視角依存性を補償し、

広視野角ディスプレイを実現する設計法の

確立が課題である。 
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［様式４］ 

 ○フェーズⅠ（事業開始から 3年目まで） ○フェーズⅡ（3年目終了以降、5年目まで） ○フェーズⅢ（6年目以降） 

基本計画の目標・構想 

（箇条書きで） 
目標・構想達成状況 未達の場合の原因 

A-1-4 

OCB液晶ディスプレイ構築のため

の応用研究 

 

高速応答LCOSデバイスを用いた低

消費電力で高品位な表示（フィー

ルド・シーケンシャル表示）を実

現する投射型システム開発 

 

(1)フェーズⅠ 

・OCBのLCOSデバイスへの適用 

・単偏光板式反射型TN-LCDの極限

の表示性能の明確化" 

(2)フェーズⅡ 

・高速応答液晶モードを利用した

投射型液晶パネル（LCOS）の最

適設計技術の確立、プロジェク

ターの動画性能改善 

(3) フェーズⅢ 

 民間への技術移転 

(1)フェーズⅠ 

・LCOSデバイスにOCBモードを適用し、投射型フィールドシーケンシャル方式

による大画面表示の要素技術の検討を行った。 

・位相差板１枚補償式でも、位相差板の複屈折率△ｎの波長分散を最適化す

ると、単偏光板式反射型TN-LCDの極限の表示性能に近い無彩色表示が得ら

れることを明らかにした。なお、透過型に研究重点化するため本テーマは

フェーズⅠで終了。 

(2) フェーズⅡ 

高速応答性能を持つOCB液晶表示モードを、LCOSデバイスに適用し「OCBモ

ードLCOSデバイス」の開発に成功、プロジェクターを試作した。 

本デバイスの応答時間は約1msであり、画像の書き換え時間の短縮や動画性

能の向上を実現した。また、透過型/反射型光学素子の性能を高精度に評価

できるシステムの構築を行い、コントラスト40,000:1まで評価できる装置

を試作することができた。 

(3) フェーズⅢ 

実用化に当ってはLCOSの耐圧を下回る駆動電圧への低下等の課題があり、

検討が必要。 
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［様式４］ 

 ○フェーズⅠ（事業開始から 3年目まで） ○フェーズⅡ（3年目終了以降、5年目まで） ○フェーズⅢ（6年目以降） 

基本計画の目標・構想 

（箇条書きで） 
目標・構想達成状況 未達の場合の原因 

A-1-5 

フィールドシーケンシャル法に適

したバックライトシステムの設

計・試作 

・ LED 駆動回路の設計・試作 

・ 光源の均一化及び射出方向に

よる視野角の制御方法の開発 

(1)フェーズⅠ 

・パネル面輝度200cd/m2を実現 

・６型ＶＧＡ試作機で光学特性・

製作工程・放熱・劣化等の問題

特定と理論構築 

(2)フェーズⅡ 

・パネル面輝度400cd/m2以上実現 

・１５型ＸＧＡ試作機で輝度ムラ

、色度ムラの高精度自動調整シ

ステムを構築、光学的な高効率

化 

(3) フェーズⅢ 

 民間への技術移転 

(1)フェーズⅠ 

６型ＶＧＡ試作機用バックライトとして、数種類の光学構造を実験し、Ｌ

ＥＤ敷き詰め直下型構造によって表示輝度２６０cd/m2 を実現した。この

過程でフィールド間混色の問題を特定し、ブロック間光遮断の副作用であ

る境界の陰影を消去するための光学構造を確立した。そしてスキャニン

グ・バックライトの点灯タイミングに関する理論を確立した。 

(2) フェーズⅡ 

１５型ＸＧＡ試作機用バックライトとして、フェーズⅠで確立した直下型

光学構造を採用し、一般のＬＣＤより明るい９００～１０００cd/m2の表示

輝度を実現した。またデジタルで高精度調光ができるＬＥＤ駆動回路を作

成し、デジタル・カメラとパソコンで構成したシステムによる自動調光で

、均一な輝度・色度を、白座標および輝度を指定しながら調整できるよう

にした。 

この試作機にて消費電力を測定し、大型低消費電力液晶デイスプレイが

実現可能であることの基礎データとした。 

(3) フェーズⅢ 

2つの事業にて新たな展開を図る。経済産業省地域新生コンソーシアム研究

開発事業として小型超高精細液晶ディスプレイの開発、および科学技術振

興機構（JST）地域研究開発資源活用促進プログラムFS方式医療用新撮像表

示システムの開発により実用化展開を進めていく。 
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［様式４］ 

 ○フェーズⅠ（事業開始から 3年目まで） ○フェーズⅡ（3年目終了以降、5年目まで） ○フェーズⅢ（6年目以降） 

基本計画の目標・構想 

（箇条書きで） 
目標・構想達成状況 未達の場合の原因 

A-1-6 

駆動回路の設計理論の確立と最適

設計およびシミュレーション 

〔新たに追加した小テーマ〕 

 

 

(1)フェーズⅠ 

・新規LCD駆動回路の設計と試作(

15インチXGA) 

・15インチQXGA-LCD回路の設計と

試作 

・実機回路検討／I/F回路検討 

 

(2)フェーズⅡ 

・ユニバーサル回路基板の設計 

・プロトタイプ設計・作製及び評

価 

 

(3) フェーズⅢ 

 民間企業への技術移転 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)フェーズⅠ 

６型ＶＧＡディスプレイを、専用映像生成装置からの映像出力を表示する単

純１倍速のみのシステムとして試作した。ＯＣＢ液晶のＲＧＢ別電圧駆動、

ＯＣＢ液晶の閾値以下電圧使用、正しい色再現のためのオーバードライブの

必要性、色割れ対策としての動き補間方式の限界、等の原理を映像データに

処理を加えて検証した。 

 

(2) フェーズⅡ 

１５型ＸＧＡディスプレイを、汎用パソコンの一般映像出力を表示するシス

テムとして試作した。上記原理を、一般モニタとしてリアルタイムで動作で

きるよう、ハードウェア回路として実現した。世界で始めて２倍速３６０fi

eld/s で動作する大型液晶ディスプレイを実現した。この性能をもとに、フ

ィールド・シーケンシャル・カラー方式で最大の障碍とされてきた色割れ問

題に、現実的な解決法を提供することに成功した。なお、この駆動回路は試

作機以外の液晶パネルも駆動可能な汎用の回路として設計したので、今後の

応用製品化において回路の雛型あるいはテストベットとして有効利用でき

る。 

 

(3) フェーズⅢ 

2つの事業にて新たな展開を図る。経済産業省地域新生コンソーシアム研究

開発事業として小型超高精細液晶ディスプレイの開発、および科学技術振

興機構（JST）地域研究開発資源活用促進プログラムFS方式医療用新撮像表

示システムの開発により実用化展開を進めていく。 
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［様式４］ 

 

 ○フェーズⅠ（事業開始から 3年目まで） ○フェーズⅡ（3年目終了以降、5年目まで） ○フェーズⅢ（6年目以降） 

基本計画の目標・構想 

（箇条書きで） 
目標・構想達成状況 未達の場合の原因 

●散乱光制御法の確立 

①液晶の配向に用いられるラビン

グ法に代わるものとしてマイク

ログルーブ反射板を作製し、そ

の性能評価を行う。 

②マイクログルーブの微細形状の

最適条件を見出す。 

③干渉による虹色が発現する欠点

を改良。 

④マイクログルーブ反射板の大量

生産のためのレプリカ作製" 

 

 

 

 

 

 

(1)フェーズⅠ 

・原子間力顕微鏡（ＡＦＭ）により、形状の微細構造を観察し、従来のラビ

ング法による表面形状との比較を行った。マイクログルーブの形状パラメ

ーターとして、傾斜角、ピッチ、溝深さを変えて比較検討した。 

・有限要素法によるシミュレーションを行い、形状制御を最適化した。 

・反射面の２次加工を行った。 

 (2) フェーズⅡ 

本課題については実用化までにはまだまだ解決しなくてはならない課題が

あり、時間も要することから、フェーズII内においての事業化が難しいこと

が予想される。そこで、平成１７年度から本事業である青森県地域結集型共

同研究事業と切り離しして、八戸工業大学とワーロックが県のシーズ熟成事

業により展開を図ることとした。 

 

 

●着色層における色彩設計法の確

立〔『人間工学を考慮した表示特

性の設計と製作』を改題〕 

反射型に関する研究テーマでり、透過型表示素子について、重点的に取り組

みしていくため、テーマの焦点を集約化し、研究停止とした。 
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［様式４］ 

以下、Ａ－２ 液晶応答速度の高速化 小テーマごとの達成状況 

 ○フェーズⅠ（事業開始から 3年目まで） ○フェーズⅡ（3年目終了以降、5年目まで） ○フェーズⅢ（6年目以降） 

基本計画の目標・構想 

（箇条書きで） 
目標・構想達成状況 未達の場合の原因 

A-2-1 

高速応答分子の設計と液晶組成物

の開発 

 

(1)フェーズⅠ 

・各パラメータに関与する分子構

造の検討 

・特定の性能を制御する新規化合

物の合成 

・  

(2)フェーズⅡ 

・応答速度の温度依存性の改良（低

温での高速応答の実現） 

・製造方法の検討 

 

・VHR:98%以上 応答時間：4ms 以

下（セルギャップ 6µm） 

・駆動電圧:±6V 以下 動作温度：

0-50℃  

・保存温度：-30〜80℃ 

 

(3) フェーズⅢ 

・実用材料の開発 

・高速応答液晶材料設計指針の確

立 

・クリスタルバレイへの技術集積 

(1)フェーズⅠ 

・Vcr を低下させる新規含フッ素 U型化合物を開発した。 

・駆動電圧低下は達成できなかった。 

・ミクロ相分離を誘起する化合物を合成し、液晶組成物に添加したところ、O

FF時は高速化したが、配向不良を引き起こした。実用可能レベルでの高速

化は達成できなかった。 

 

(2) フェーズⅡ 

・Δnが大きく、粘性の低い液晶材料を用い、パネル注入時での評価を行っ

た。 

・VHR:98%以上 応答時間：4ms 以下（セルギャップ３µm） 

・駆動電圧:±6V 以下 動作温度：室温以上（低温時の駆動は未評価） 

・保存温度：-10〜80℃  

 

(3) フェーズⅢ 

2つの事業にて新たな展開を図る。経済産業省地域新生コンソーシアム研究

開発事業として小型超高精細液晶ディスプレイの開発、および科学技術振

興機構（JST）地域研究開発資源活用促進プログラムFS方式医療用新撮像表

示システムの開発により実用化展開を進めていく。 

 

 

・駆動電圧は光学補償フィルムや配向膜にも

依存し、Vcr の低下が直接駆動電圧の低下

に結びつかなかった。 

 

・微視的な液晶配列秩序を乱すことで電圧 O

FF 時の高速化を試みたが、巨視的な配向乱

れを引き起こした。 

 

・低温時の高速応答が未達であった。応答時

間は d２に反比例するという一般則があ

り、Δn・d＝一定（d＝セルギャップ）の

もとでは Δnを大きくすれば高速化が

可能になる。これを指針として材料開 発

を進めたが、応答時間の短い領域では d

に反比例することがわかり、Δnを大きく

しても期待した高速化が得られなかった。 

 

・低温保存性が未達であった理由は低粘性化

との両立が難しいことと結晶化がセル条件

に依存し、バルクでの評価と対応しなかっ

ため。 
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［様式４］ 

 

 ○フェーズⅠ（事業開始から 3年目まで） ○フェーズⅡ（3年目終了以降、5年目まで） ○フェーズⅢ（6年目以降） 

基本計画の目標・構想 

（箇条書きで） 
目標・構想達成状況 未達の場合の原因 

A-2-2  

理論的アプローチによる液晶混合

設計指針の検討 

 

(1)フェーズⅠ 

分子間相互作用の理解に基づく

混合手法の開発 

(2)フェーズⅡ 

・保存温度（-30℃）達成のための

混合方法の検討 

・製造方法の検討 

(3) フェーズⅢ 

・高速応答液晶材料設計指針の確

立 

(1)フェーズⅠ 

・なるべく短い時間で実際の液晶の物性値を予測するシミュレーションに関

しては、８個の分子からなる系について、4-pentyl-4’-cyanobiphenyl(5

CB)と4-pentyloxy-4’-cyanobiphenyl(5OCB)で比較をしてみたところ、密

度について実験値（正しいもの）を与えてやれば、配向のオーダーパラメ

ータについてはシミュレーションで実験値を再現できた。 

 

(2) フェーズⅡ 

・実際の混合が表示特性の関連する物性（弾性率、粘性係数、誘電率）に及

ぼす効果を予測するための手法は構築できなかった。 

・液晶の応答挙動のシミュレーション用ソフトウエアの開発には至らなかっ

た。 

 

・複雑な構造の液晶分子から構成される混合

液晶組成物の挙動を予測するには、解決す

べき理論的課題が多く、予測手法の構築ま

では至らなかった。 

 

・設定した目標（混合系の物性予測、応答挙

動シミュレーション用ソフトウエア開発）

が本分野の現状から考えて高すぎて、期間

内には達成できなかった。 
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［様式４］ 

 ○フェーズⅠ（事業開始から 3年目まで） ○フェーズⅡ（3年目終了以降、5年目まで） ○フェーズⅢ（6年目以降） 

基本計画の目標・構想 

（箇条書きで） 
目標・構想達成状況 未達の場合の原因 

A-2-3 

配向膜の構造とチルト角の相関解

明 

 

(1)フェーズⅠ 

配向膜構造と液晶分子配向の相関

に関する検討 

 

(2)フェーズⅡ 

・配向膜と液晶材料のマッチング

による最適配向の実現 

・製造方法の検討 

(1)フェーズⅠ 

・ラビング装置ならびに応答速度評価装置を作製し，ラビング強度の増加に

伴い安定した応答速度を示し，ポリイミド配向膜の側鎖分率の増加に伴い

，応答速度が増加することを明らかにした。 

 

(2) フェーズⅡ 

・側鎖置換率が10～50%配向膜では、いずれもラビング強度200mm以上で安定

したプレチルト角，応答速度が得られることが明らかとなった。側鎖置換

率が高くなるほど，プレチルト角は高くなる傾向が認められ，側鎖の導入

率の調整により液晶応答速度を高速化できることがわかった。 

・ポリイミド配向膜の分子構造，ラビング強度により，配向膜上における液

晶の流動特性に大きく影響するが分かった。特に，側鎖置換率が低い配向

膜では滴下痕が発生しやすく，側鎖置換率，ラビング処理が滴下痕の発生

に影響を及ぼすことを明らかにした。 

 

(3) フェーズⅢ 

スプレイ・ベンド転移に及ぼすスペーサー材料の影響，スプレイ－ベンド

転移のメカニズム解明，アンカリングエネルギーと応答速度との解明など

残された課題がある。特に，スプレイ－ベンド転移に対するスペーサー材

料の影響に関しては，スペーサーの種類，形状などの観点から今後も検討

を続けていく。 
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［様式４］ 

 ○フェーズⅠ（事業開始から 3年目まで） ○フェーズⅡ（3年目終了以降、5年目まで） ○フェーズⅢ（6年目以降） 

基本計画の目標・構想 

（箇条書きで） 
目標・構想達成状況 未達の場合の原因 

A-2-4 
実用的な液晶材料と高プレチルト
角の配向膜材料の開発 
(1)フェーズⅠ 
駆動モードの研究に対応するため
の材料供給（研究開始時から） 
●液晶組成物の開発  
目標値：電圧保持率（ＶＨＲ）

：＞９８％ 
応答速度：＜４ｍｓｅｃ 
駆動電圧：＜±６Ｖ 
動作温度：１０～４０℃ 
保存温度：０～８０℃ 

●配向膜材料の開発    
目標値：プレチルト角：７° 

 
(2)フェーズⅡ 
・保存温度（-30℃）達成のための

混合方法の検討 
・製造方法の検討 
●液晶材料の開発 
目標値：電圧保持率（ＶＨＲ）

：＞９８％ 
応答速度：＜４ｍｓｅｃ 
駆動電圧：＜±６Ｖ 
動作温度：０～５０℃ 
保存温度：－３０～８０℃ 

●配向膜材料の開発 
安定した高プレチルト角（１０
°）を持つ配向膜材料の開発を
継続する。 
目標値：プレチルト角：１０° 
配向およびプレチルト角の均一
性が高い    
ラビング強度依存性が小さい 

 
 

 
 
液晶材料 
 
○高い化学的安定性を示すフッ素系液晶材料（透明温度：99℃、⊿ｎ：0.156、
⊿ε：7.5）を開発した。応答速度は、立ち上り 0.85ｍ秒、立下り 6.2ｍ秒
（コア研究室測定条件）であった。Δnがそれほど大きくない本液晶材料
系（チッソ石油化学製 JD-5003XX）では応答速度４ms 以下を達成できなか
った。なお、他の特性は満たしており、駆動方法の検討により本材料を用
いた１５インチフィールドシケーンシャル OCB ディスプレイが試作され
た。 

 
○分子軌道計算により、結合基をエステル基からジフルオロメチレンオキシ
基（CF2O）に置き換えれば分子のダイポールモーメントと分子慣性主軸と
のなす角βが小さくなり、⊿εが大きくなると考えた。CF2O が⊿εの増大
に寄与することを示した 

 
 
 
配向膜材料 
 
○高プレチルト角（１０°）を持つ実用的な配向膜材料を開発し、目標を達
成した。 

 
○高いプレチルト角はスプレイ／ベンド転移電圧の低電圧化に有効である
が、配向均一性やラビング強度が劣る 

 
○表面エネルギーが異なる二種類のポリアミック酸を混合した配向膜材料
（ハイブリット化）は焼成時に層分離構造を形成する。これにより、液晶配
向性に加え、電気特性、印刷性をも向上できることを示した。 

 
○脂環構造を導入することで側鎖構造の剛直性が増し、これが高いプレチル
ト角（最大 10°）を安定化させることがわかった 

 

 

液晶材料の応答速度が未達 

 低粘性で高い信頼性（高VHR）を保ったま
ま、Δnを大きくすることが困難で、セルギ
ャップを薄くすることができず、電圧OFF時
の高速化が達成できなかった。 
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［様式４］ 

 

 ○フェーズⅠ（事業開始から 3年目まで） ○フェーズⅡ（3年目終了以降、5年目まで） ○フェーズⅢ（6年目以降） 

基本計画の目標・構想 

（箇条書きで） 
目標・構想達成状況 未達の場合の原因 

A-3 

高性能ディスプレイの測定、設計、

評価技術の確立 

○反射型特性評価技術の開発（高

精度光度計測評価） 

○２軸型電気光学特性評価技術の

確立（高精度広視野角測定） 

(1)フェーズⅠ 

○基礎理論の検証・実験現象との

照合解析 

○現行測定法の課題抽出と解決 

(2)フェーズⅡ 

○電気光学評価装置の試作・評価 

○標準的測定方法の確立 

○信頼性実証試験 

(3) フェーズⅢ 

○装置関係企業への技術供与 

○クリスタルバレイへの技術集積 

(1)フェーズⅠ 

 中間評価において、次により研究テーマを見直した。 

① 反射型特性評価技術の開発（高精度光度計測評価）と２軸型電気光学

特性評価技術の確立（高精度広視野角測定）を統合して、「現行測定

法の課題抽出と解決」として体系化。 

② 「現行測定法の課題抽出と解決」でオーバードライブ評価装置開発を

行うこととした。 

③ 狭帯域バンドパスフィルタ開発及び粘性係数高精度測定技術確立を新

たに追加した。 

(2) フェーズⅡ 

フェーズⅠで追加した「液晶粘性係数測定装置」、「ＯＣＢ液晶フィルタ

ー」及び「ｵｰﾊﾞｰﾄﾞﾗｲﾌﾞ評価測定装置」を試作し、評価を行った。また、「液

晶粘性係数測定装置」、「ＯＣＢ液晶フィルター」については、青森県内企

業が事業参画し商品化が実現した。 

 

(3) フェーズⅢ 

 「液晶粘性係数測定装置」、「ＯＣＢ液晶フィルター」については、今後

も改良・評価を行い、県内企業の技術移転を促進する。 

 

中間評価において、研究テーマの重点化を図

り、反射型については、フェーズⅡにおいて

研究停止としたため、ゴニオメトリックス方

式の反射特性測定装置、反射型液晶パネルの

リタデーション測定装置について、開発を停

止したた。 
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［様式４］ 

以下 A-3 高性能ディスプレイの測定、設計、評価技術の確立 小テーマごとの達成状況 

 ○フェーズⅠ（事業開始から 3年目まで） ○フェーズⅡ（3年目終了以降、5年目まで） ○フェーズⅢ（6年目以降） 

基本計画の目標・構想 

（箇条書きで） 
目標・構想達成状況 未達の場合の原因 

A-3-1 

現行測定法の課題抽出と解決 

 

(1)フェーズⅠ 

○反射型特性評価技術の開発（高 

精度光度計測評価） 

○反射型液晶パネル用リタデーシ 

ョン測定装置の開発 

 

(2)フェーズⅡ 

○液晶ディスプレイの階調表示や

オーバードライブの評価装置設

計、製作 

 

(3) フェーズⅢ 

○装置関係企業への技術供与 

 

(1)フェーズⅠ 

「反射型特性評価技術の開発」は、 試作機を製作して､測定法の課題抽出

を行い、標準反射板の導入による精度確保、白色レーザ導入による3波長測定

の実現、受光素子の複数化による測定時間の短縮化を図った｡反射型液晶パネ

ル用リタデーション測定装置は、無偏光ビームスプリッタとミラーの比較実

験によって精度の確認を行った。しかし、中間評価において研究テーマの重

点化を図ることとしたため、反射型関係の開発については、フェーズⅡにお

いて研究停止とした。 

 

(2) フェーズⅡ 

 オーバードライブの評価装置の設計、試作を次により実現した。 

現状の測定方法の課題としてフィールルド・シーケンシャル(FS)法におい

てR,G,Bの個別の光源にそれぞれに対応した電圧を印加する方式が取られる

場合、RGBの主波長での個別の測定を行う必要がある。また、オーバードライ

ブでの諧調設定は電荷補償の考え方（Q=CV：一定）で所望の電圧値での電荷

分を補償する電圧設定を行うことになる。これにはRGBの主波長における透過

率の電圧依存性が必要になる。 

 (3) フェーズⅢ 

 試作したオーバードライブ評価装置については、今後、八戸工業大学と中

央精機(株)が共同して機能向上に努めていく。 

 

 

中間評価において、研究テーマの重点化を図

り、反射型については、フェーズⅡにおいて

研究停止としたため、ゴニオメトリックス方

式の反射特性測定装置、反射型液晶パネルの

リタデーション測定装置について、開発を停

止した。 
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［様式４］ 

 ○フェーズⅠ（事業開始から 3年目まで） ○フェーズⅡ（3年目終了以降、5年目まで） ○フェーズⅢ（6年目以降） 

基本計画の目標・構想 

（箇条書きで） 
目標・構想達成状況 未達の場合の原因 

A-3-2 
応答の基礎理論の確立および粘性
係数測定法の開発 
 
●応答の基礎理論の確立および粘
性系数測定法の開発〔新たに追加
した小テーマ〕 
 
(1)フェーズⅠ 
・５つの粘性係数のうち、３つの
粘性係数測定法の確立 

 
(2)フェーズⅡ 
・液晶粘性係数測定の高精度測定 
方法の確立 

・液晶粘性係数測定装置の試作機 
の改良 

・測定結果の評価 
 
(3) フェーズⅢ 
装置関係企業への技術供与 
 

(1)フェーズⅠ 
3つの弾性定数、2つの誘電率、2つの屈折率、3つの粘性係数が液晶デバイ

ス設計時に必要な物性パラメータである。このうち、弾性定数は、従来の測
定方法では値のばらつきが大きく、正確な粘性係数を求める上で障害になっ
ていた。今回、新たに信頼性の得られる測定方法を確立した。これにより弾
性係数と粘性係数を比較的簡単な方法で高精度の測定が可能できることを明
らかにした。 
 
 
(2) フェーズⅡ 
1.液晶の粘性係数の測定に関して応答特性の数値解析を行い、ｐ型液晶では
ホモジニアス配向セルを、ｎ型液晶ではＶＡ配向セルを用いた測定原理を
明らかにした。実用化に向けて測定上の問題を解析して、高精度な測定方
法を確立した。 

2.測定試作機の小型化を図り、受光部及び電気系統に改良を加えノイズ等を
改善し、光学応答測定の高信頼性化を行った。フィッティングソフトに関
しては、大幅な高速化を実現したが、信頼性の確認、及びユーザ操作の簡
易化が大きな課題となっている。 

3.測定機の信頼性という点で、様々なサンプルセル条件、及び液晶材料での
幅広い評価をまだ行なえていない。実用化に向けては重要であり、その他
液晶物性値の高精度測定の確立も含め、現在進行中である。 

 
 
(3) フェーズⅢ 
 事業に参画した青森県内の装置メーカーが商品化した。今後、装置の信頼
性など改良・評価を行い事業化を推進していく。 

 

 

１.フィッティングソフトの配向計算高速化

、自動化及び局所解を回避する手法に関し

ては、プログラムの知識のみならず液晶の

物理的な特性も理解せねばならず、時間が

掛かっている。 

 

２.装置メーカーが測定サンプルセルの安定

した入手ルート、及び液晶物性値の測定装

置を所有していないため、迅速で柔軟な対

応が困難となっている。目下の販売先とな

る液晶材料メーカーとの密な共同研究が

理想である。 

［様式４］ 
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 ○フェーズⅠ（事業開始から 3年目まで） ○フェーズⅡ（3年目終了以降、5年目まで） ○フェーズⅢ（6年目以降） 

基本計画の目標・構想 

（箇条書きで） 
目標・構想達成状況 未達の場合の原因 

A-3-3 

オプティカル・バンドパス・フィ

ルタを用いた２次元画像スペクト

ル解析技術の開発 

●オプティカル・バンドパス・フ

ィルタを用いた２次元画像スペク

トル解析技術の開発〔新たに追加

した小テーマ〕 

(1)フェーズⅠ 

・目標：帯域30nm、透過率20%、高

速応答100msec" 

(2)フェーズⅡ 

・高品位・高速・透過率が制御可

能な液晶可変波長フィルタの設

計・評価 

・液晶可変波長フィルタを用いた

分光分析装置の開発 

・目標：帯域30nm、透過率20%、高

速応答100msec" 

(3) フェーズⅢ 

装置関係企業への技術供与 

 

 

(1)フェーズⅠ 

狭帯域・高透過度・高速応答のバンドパスフィルタの設計・製作 

現状：帯域45nm、透過率15%、   応答速度 100msec" 

 

(2) フェーズⅡ 

・狭半値幅・高透過率・高速応答のバンドパスフィルタの設計・製作 

 →半地幅：15nm以上 、透過率： 25%以上、応答時間：最速15msec,  

平均150msec  

・液晶波長可変フィルタを用いた分光分析装置の開発 

→液晶波長可変フィルタを適用したアプリケーション適用検証 

 

→液晶波長可変フィルタがキーデバイスとして適用された 

森林植生、活性度評価用解析装置の開発・販売（東亜ディーケーケー） 

 

(3) フェーズⅢ 

事業に参画した東亜ディーケーケーが商品化した。今後、青森県内企業と
の協業（液晶セル造り）、技術移転を行い事業化をすすめていく。現在、
青森県内企業を探索中。 
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［様式４］ 

 

 ○フェーズⅠ（事業開始から 3年目まで） ○フェーズⅡ（3年目終了以降、5年目まで） ○フェーズⅢ（6年目以降） 

基本計画の目標・構想 

（箇条書きで） 
目標・構想達成状況 未達の場合の原因 

Ｂ－１ 新駆動素子構造の創出 

 

(1)フェーズⅠ 

○多成分ガラス基板均一溝エッチ 

ング技術開発 

○選択アディティブ配線形成技術 

開発 

○流し生産型多成分ガラスウェッ

トエッチング装置または選択ア

ディティブ配線形成装置開発 

○大気圧ライン状プラズマ装置開

発 

(2)フェーズⅡ 

○30インチQXGATFT基板を実現可

能とする要素生産技術開発 

○ディスプレイ装置の試作 

○量産対応生産方式の確立 

(3) フェーズⅢ 

○技術移転、製品化促進 

○クリスタルバレイへの技術集積 

 
(1)フェーズⅠ 
 中間評価において、次により研究テーマを見直し、最終的に選択アディテ
ィブ配線形成技術開発を選択取り組みすることとした。 
 
○多成分ガラス基板均一溝エッチング技術開発 
○選択アディティブ配線形成技術開発 
○流し生産型多成分ガラスウェットエッチング装置 
または選択アディティブ配線形成装置開発 

○大気圧ライン状プラズマ装置開発 → 他の国家プロジェクト「低消費電
力次世代ディスプレイ製造技術
共同研究施設整備事業」（産業技
術総合研究所、平成13年度第2次
補正予算）へ発展的に移行 

 
(2) フェーズⅡ 
小型基板実験系で配線形成の要素技術開発を概ね完了した。引き続きこれを
大型基板に適応するべく、青森県内のＡ社と協力して、小型の実験系で得た
条件を30インチQXGATFT基板を実現可能とする15インチ基板の試作に拡大発
展させた。 
 
 
(3) フェーズⅢ 
フラットパネルディスプレイのみならず、LSI分野やプリント配線分野にお
いて高密度配線形成技術として将来的に期待されると同時に、下地基板を選
ばない工程であるため、様々な基板に選択めっきを行うことが可能となるの
で、多分野への応用展開を図るべく青森県内外企業を探索中である。 
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［様式４］ 

以下 Ｂ－１ 新駆動素子構造の創出 小テーマごとの達成状況 

 ○フェーズⅠ（事業開始から 3年目まで） ○フェーズⅡ（3年目終了以降、5年目まで） ○フェーズⅢ（6年目以降） 

基本計画の目標・構想 

（箇条書きで） 
目標・構想達成状況 未達の場合の原因 

B-1-1 選択アディティブ配線形

成技術及び装置の開発 

●[『選択アディティブ配線形成技

術開発』と『選択アディティブ配

線形成装置開発』の二つの小テー

マを統合] 

 

(1)フェーズⅠ 

・配線構造設計シミュレーション

手法を確立する。さらに埋め込

み配線の膜厚を1μm±0.2μmで

、ガラス基板およびトランジス

タの絶縁膜材料のみに選択的に

形成すること、環境負荷のない

めっき液で無電解めっきを実現

する。  

 

(2)フェーズⅡ 

・15インチ基板において線幅20μ

m、膜厚1μm±0.1μmの配線を形

成する装置開発する。 

 

(3) フェーズⅢ 

○技術移転、製品化促進 

○クリスタルバレイへの技術集積 

(1)フェーズⅠ 

ガラス基板上に透明でかつ耐熱性の高い下地樹脂層を設け、その樹脂の表面

を改質し密着剤を付与することにより触媒を強く結合させ、結果として無電

解銅を均一に密着性良く析出させることができるという新たなプロセスを見

いだした。 

 

(2) フェーズⅡ 

各工程の材料・薬液の選定を行い、工程の順序を考慮し、プロセス条件の最

適化、工程のマージン拡大・安定化に配慮した工程改良実験を重ねた結果、

最終的に、低抵抗率、高密着性、高耐熱性、高分光透過率、高平坦性、高選

択性そして高純度な銅選択アディティブ配線形成プロセスを確立した。 

37cmx 47cmガラス基板上に15インチFPDゲート銅選択アディティブ配線を試

作することに成功した。 

得られた最終的なスペックを列挙する。①試作ガラス基板37cmx 47cm、②

配線パターン幅5μm ～ 200μm、③抵抗率<3.5 μΩ･cm、④密着性> 40kgf/

cm2、⑤     ⑥     ⑦銅表面平坦性Ra ≅8～11nm、⑧     

  ⑨配線銅に異物混入なし（高純度銅）⑩樹脂上の銅付着検出なし（完全

な選択性）⑪膜厚均一性5%以内 

 

(3) フェーズⅢ 

フラットパネルディスプレイのみならず、LSI分野やプリント配線分野にお

いて高密度配線形成技術として将来的に期待されると同時に、下地基板を

選ばない工程であるため、様々な基板に選択めっきを行うことが可能とな

るので、多分野への応用展開を図るべく青森県内外企業を探索中である。

 

 

 



計画 A-1 超低電力、超高輝度、超広視野角液晶表示モードの創出
実施

   項  　　目 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 将来の展開計画

　　 小テーマ名

　 　 　

１．新規液晶光学表示モード
の創出(本小テーマを以下の５
テーマに分割して実施)

A-1-1　新規モードの考案
(配向転移の高速化)

A-1-2 基本素子の作製/評価

A-1-3 視野角拡大光学補償
フィルムの開発

A-1-4 超大型・低電力液晶
ディスプレイ構築のための要
素研究

A-1-5 ＦＳ方式に適したﾊﾞｯｸﾗ
ｲﾄｼｽﾃﾑの設計・試作

２．散乱光制御法の確立

３．人間工学を考慮した表示
特性の設計と製作(『着色層に
おける色彩設計法の確立』に
改題)

A-1-6 駆動回路の設計理論の
確立と最適設計およびシミュ
レーション(新たに追加した小
テーマ)

［様式５］

基本計画スケジュール表に対する達成状況

新規モードの考案 新規モードの反射型パネル化 技術融合と表示パネル
試作

民間への技術移転基本素子の試作評価

配向転移メカニズム
の解析

確実な転移核の形成方法
の検討

試作表示パネルへの配
向転移技術の適用

量産化を目指した転移核形成技
術の検討

１５インチＯＣＢ－ＦＳ方式の省電力化･高速化パネル試作6ｲﾝﾁFS方式OCBﾓｰﾄﾞTFTﾊﾟﾈﾙの試作

医療用ディスプレイの実用化開発・事業化
（ＪＳＴ、経済産業省の支援制度活用）

OCB方式LCDの広視野角化のための光
学補償フィルムの開発

OCBセル上下方向の光学特性の解析と光
学補償フィルムの設計法の確立

LCOSを高速応答化しＦＳ方式の
投射による大画面表示の可能性確認

低電力で高品位な投射システムの構築と
LCOSデバイスの最適設計技術確立

高速LCOSデバイスおよび投射システム事業化の
検討

ＦＳ方式用バックラ
イトの試作

バックライトの問題抽出
とその解決

試作表示パネル上にお
ける完全な動作と新技
術の開発検討

光源の均一化を実現する技術
の検討と、試作液晶パネルで
の動作および評価

散乱光制御法の考案 散乱機能の実現と試作 技術融合と表示パネル試作 民間への技術移転

着色層における色彩設計法の確立 カラーフィルターの設計と試作 技術融合と表示パネル
試作

民間への技術移転

課題絞込みに伴い研究停止

基本技術の確立とシミュレーション プロトタイプ作製

ルーリングエンジンによる
マイクログルーブの作製

加工シミュレーションと
AFMによる最適形状の探索 実用化に係る課題解決に時価を要するため、青森県シーズ熟成事業に切替え

ディスコティック液晶フイルムの最適設計

ポストスぺーサの最適設計

ねじれ光学補償フイルムの光学特性解析

4
7

（フェーズⅠ） （フェーズⅡ） （フェーズⅢ）

当初計画

中間評価による見直し後の計画

新規モードの考案
（小テーマの５分割）

基本素子の試作評価
（小テーマの５分割）

駆動回路の設計理論確立と最適
設計、シミュレーション

技術融合と表示パネル
試作

民間への技術移転

医療用ディスプレイの実用化開発・事業化
（ＪＳＴ、経済産業省の支援制度活用）

医療用ディスプレイの実用化開発・事業化
（ＪＳＴ、経済産業省の支援制度活用）

LCOSプロジェク
ター試作と評価

医療用ディスプレイの実用化開発・事業化
（ＪＳＴ、経済産業省の支援制度活用）

医療用ディスプレイの実用化開発・事業化
（ＪＳＴ、経済産業省の支援制度活用）

医療用ディスプレイの実用化開発・事業化
（ＪＳＴ、経済産業省の支援制度活用）



計画 A-2 液晶応答速度の高速化
実施

   項  　　目 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 将来の展開計画

　　 小テーマ名

(以下の５テーマを４テーマに
再編して実施)

　 　　　　　　 　　　　　

A-2-1　高速応答分子の設計
と液晶組成物の開発

　 　　　　　　 　　　　　

(中間評価で　No１「各パラ
メータに関する分子構造の検
討」を改題）

［様式５］

基本計画スケジュール表に対する達成状況

各パラメーターに関与する分子構造の検討 応答速度の温度依存性の改良 製造方法の検討 素材産業育成（企業化、製品化）

分子間相互作用の理解に基づく混合手法の開発 保存温度(-30℃)達成のための
混合方法の検討

素材産業育成（企業化、製品化）

配向膜と液晶材料のマッチングによ
る最適配向の実現

配向膜構造の液晶分子配向の相関に関する検討

Δnと分子構造の相関
Δnが0.4
の化合物

双極子導入、フレクソ効果を目的とし
たモデル化合物の合成

Δnが大きくVHR
を低下させない
材料開発

Δεと分子ダイ
ポールモーメント
の測定

極性が小さく、Δ
εが大きな化合物
の開発

特定パラメータを制御する液
晶性化合物の合成

特定パラメータを制御する
液晶混合方法の検討

最終目標値を満足する
実用液晶材料の開発

Vcrの評価 Vcrを低下させる
化合物の開発

液晶性化合物の結晶構造解析

評価システム（ベース
液晶測定法）立ち上げ

新規化合物の設計・合成・評価

モデルを用いた手法の検討

混合が、物性（弾性率、粘性係数、誘電率）に及ぼす効
果を予測するための手法の構築

実用化するためのソフトウエアの開発

配向膜上の液晶ドロップレットの
観察系の検討ー配向膜調整条件と
応答特性の相関の検討

液晶ドロップレットの動的挙動の評価、
配向膜が応答速度に及ぼす効果の検討

試作パネルに使用可能な液晶材料
の提供

最終目標を満足する液晶材料の開発
VHR:>98%　応答時間:<4ms　駆動電圧:<±6V
動作温度:0〜50℃　保存温度:-30~80℃

試作パネルに使用可能な配向膜
材料の提供

安定した高チルト角(目標値：10°)を持つ配向材料の開発

特定の性能を制御する新規化合物の合成

製造方法の検討

素材産業育成（企業化、製品化）製造方法の検討

駆動モードの研究に対応するための材料供給 保存温度(-30℃)(信頼性試験)

品質試験の実施
製造方法の検討

4
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（フェーズⅠ） （フェーズⅡ） （フェーズⅢ）

(中間評価で　No２　「特
定の性能を制御する新規
化合物の合成」をA-2-1に
併合)

A-2-2　『理論的アプローチ
による混合設計指針の検
討』

(中間評価でNo３「分子間
相互作用の理解に基づく
混合手法の開発」を改
題）

A-2-3　『配向膜の構造とチ
ルト角の相関解明』

(中間評価でNo４「配向膜
構造の液晶分子配向の相
関に関する検討」を改
題）

A-2-4　『実用的な液晶材
料の開発と高プレチルト角の
配向膜材料の開発』

(中間評価でNo５「駆動
モードの研究に対応する
ための材料供給」を改
題）

医療用ディスプレイの実用化開発・事業化
（ＪＳＴ、経済産業省の支援制度活用）

医療用ディスプレイの実用化開発・事業化
（ＪＳＴ、経済産業省の支援制度活用）

素材産業育成（企業化、製品化）



計画 A-3　高性能ディスプレイの測定、設計、評価技術の確立
実施

   項  　　目 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 将来の展開計画

　 小テーマ名
　 　　　　　　 　

　

　　　　　　

［様式５］

基本計画スケジュール表に対する達成状況

現行測定法の課題抽出と解決

標準的測定法の確立

信頼性実証試験 装置関係企業への技術供与

現行測定法の課題抽出と解決

標準的測定法の確立、ｵｰﾊﾞｰﾄﾞﾗｲﾌﾞ評
価測定装置の試作、信頼性検証

基礎理論の検証 測定データの照合と解析

電気光学評価装置の試作

基礎理論の検証 実験データと
の照合解析

粘性係数測定装置の試作 信頼性検証試験 装置開発企業の事業展開、装置関係
企業への技術供与

OCBフィルター液晶
セルの予備試作

ｵﾌﾟﾃｨｶﾙ･ﾊﾞﾝﾄﾞﾊﾟｽ･
ﾌｨﾙﾀｰの設計・試作

光学検査装置への応用展開

4
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A-3-1　現行測定法の課題
抽出と解決

（「反射型特性評価技術の
開発」と「２軸型電気光学
評価技術の確立」を統合、
ｵｰﾊﾞｰﾄﾞﾗｲﾌﾞ評価装置開発
を追加）

（フェーズⅠ） （フェーズⅡ） （フェーズⅢ）

A-3-2　応答の基礎理論の
確立および粘性系数測定
法の開発(新たに追加した
小テーマ)

A-3-3　オプティカルバン
ドパスフィルターを用い
た２次元画像スペクトル
解析技術の開発(新たに追
加した小テーマ)

装置開発企業の事業展開、装置関係
企業への技術供与

オーバードライブ評価装置につい
て、八戸工業大学と装置開発企業と
で機能向上に努めていく。

反射型について研究停止。反射特性測定装置、反射型リタデーション測定装置開発停止



計画 B-1 新駆動素子構造の創出
実施

平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 将来の展開計画

　 　 　

事業費概算 ＪＳＴ 189 291 255 232 242 122

地　域 104 233 942 346 372 173

　　百万円 合　計 293 524 1197 578 614 295

［様式５］

基本計画スケジュール表に対する達成状況

   項  　　目

　　 小テーマ名

１．新構造ディスプレイの開
発(本　テーマを以下の２
テーマに分割して実施)

①多成分ガラス基板均一エッ
チング技術開発

②選択アディティブ配線形成
技術開発

２．新生産方式の創製(本小
テーマを以下の２テーマに分
割して実施)

①流し生産型多成分ガラス
ウェットエッチング装置又は
選択アデティブ配線形成装置
開発

②大気圧ライン状プラズマ装
置開発

多成分ガラス基板均一溝エッチング技術開発
30ｲﾝﾁQXGA-TFT基板を実現可能とす
る要素生産技術開発及びﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ装
置の試作

量産対応生産方式
確立

技術移転、製品化促進

高精度省薬液型選択アディティブ
配線技術開発

大型基板低抵抗
金属配線選択形
成技術の確立

選択アディティブ配線形成技術開発

流し生産型多成分ガラスウェットエッチング
装置又は選択アデティブ配線形成装置開発

大気圧ライン状プラズマ装置開発

多成分ガラス基板均一溝
エッチング技術開発

選択アディティブ配線形成技術開発

ＦＰＤ分野、LSI分野、プリント配線分
野など多分野への応用展開を図るべく
青森県内外企業を探索中30ｲﾝﾁQXGA-TFT基板を実現可能とす

る要素生産技術開発

流し生産型多成分ガラスウェットエッチング
装置又は選択アデティブ配線形成装置開発

大気圧ライン状プラズマ装置開発
低消費電力次世代ディスプレイ製造技術共同研
究施設整備事業(産業技術総合研究所)へ展開

5
0

（フェーズⅠ） （フェーズⅡ） （フェーズⅢ）

B-1-1

B-1-1
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 （４）今後の予定と展望（総括） 

 

本事業終了後におい

て、研究に参加した研

究機関と研究者が先端

技術分野の研究を継

続・発展させ、その成

果が利活用される地域

ＣＯＥを構築していく

ため、下記について重

点的に取り組みするこ

とにより、クリスタル

バレイ構想の推進に努

めていきたい。 

 

 

 

 

① 本事業終了後のＦＰＤ研究開発については、５年間蓄積した研究成果を青森県に定着させ、実用化

を推進していくため、財団法人２１あおもり産業総合支援センターに「液晶先端技術研究センター」

を創設し、新方式液晶ディスプレイの実用化に取り組みしていく。 

実用化に当たって

は、新方式液晶ディス

プレイの優位性である

「高速応答、高精細、

低消費電力、低コスト」

をセールスポイントと

して活かせるアプリケ

ーション等の開発が重

要であるため、大手液

晶セットメーカー等と

の協業を前提としつつ、

青森県内企業の研究参

画も念頭において研究

所運営に努めていく。

また、クリスタルバレ

イ構想実現のための液

晶キーテクノロジー開

発に取り組みし、この

構想による企業誘致の

着実な実現を図ってい

くこととしている。今後も継続して財団法人 21あおもり産業総合支援センターのさらなる機能強

化を図り、地域結集型共同研究事業の事業化により地域ＣＯＥ形成を推進していく。 
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② また、県内企業によるＦＰＤ研究開発の取り組みを促進し、「ものづくり、ひとづくり・雇用創出」

など、青森県の産業振興政策と連携していく必要があることから、次世代ＦＰＤ先端技術研究会が

中心となって、研究会の独自事業として地域企業への技術移転促進事業を展開し、県内における新

産業創出や将来を踏まえた新たなプロジェクトの展開を推進していくこととしている。 

     さらに、人づくりに関しては、青森県の産業振興の大きな柱であり、また、クリスタルバレイ構

想による企業集積推進とＦＰＤ関連イノベーション創出を推進していくため、次によりＦＰＤ関連

の人材養成を推進していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 研究成果の実用化は、具体的には医療分野で新方式液晶ディスプレイの実用化を図るため、現在、
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ＪＳＴ及び経済産業省の研究開発プロジェクトを活用して取り組みしていくこととしており、青森

県としては、平成１７年度に策定した「あおもりウェルネスランド構想」による医療・健康福祉分

野の産業振興政策に位置づけして医工連携を推進していく。 

また、医療分野の実用化開発の取り組みにおいて、研究成果を青森県の産業として育成していくた

め、例えば「精密加工・機械組立」、「光デバイス」、「ソフトウェア関連」等も連携・包括したも

のづくりとして進めていく。 

具体的には、遠隔医療や医療シミュレーションシステム等の医療分野のＩＴ化を踏まえて、実用

化開発を推進していくため、「ＪＳＴの地域研究開発資源活用促進プログラム」、「経済産業省の

地域新生コンソーシアム事業」を活用し、液晶先端技術研究センターを研究開発拠点として研究を

推進していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●地域研究開発資源活用促進プログラム（ＪＳＴ  平成18年度～平成20年度） 

フィールド・シーケンシャル方式医療用新撮像表示システムの開発 

●地域新生コンソーシアム研究開発事業（経済産業省 平成18年度～平成19年度） 

小型超高精細液晶ディスプレイの開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 




